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１．策定経過 

（１）男女平等参画推進会議 

 実施日 内容 

勉強会 令和３年 5 月 20日（木） 
（１）第5次男女共同参画基本計画について 

（２）ジェンダー平等を考える～アンコンシャス・バイアスの視点か

ら～ 

第１回 令和３年 5 月 24日（月） 

（１）令和３年度文京区男女平等参画推進会議スケジュールについて 

（２）令和３年度男女平等参画施策実施予定について 

（３）文京区男女平等参画推進計画の改定について 

第２回 令和３年 7 月 15日（木） 

（１）文京区男女平等参画推進計画の令和2年度推進状況評価（重点及

び成果指標）について 

（２）文京区男女平等参画推進計画の改定について 

（３）その他 

第３回 令和３年 9 月  2日（木） 

（１）文京区男女平等参画推進計画の令和２年度推進状況評価について 

（２）女性活躍推進計画の令和２年度実績報告について 

（３）文京区男女平等参画推進計画の改定について 

（４）その他 

第４回 令和３年10 月 15日（金） 

（１）文京区男女平等参画推進計画の令和２年度推進状況評価につい

て 

（２）文京区男女平等参画推進計画の改定について 

（３）その他 

第５回 令和４年 1 月 21日（金） 

（１）文京区男女平等参画推進計画の令和２年度推進状況評価につい

て 

（２）文京区男女平等参画推進計画（素案）の意見募集結果について 

（３）文京区男女平等参画推進計画（案）について 

（４）その他 

 

（２）区役所内組織の幹事会・委員会 

 実施日 内容 

第１回幹事会 令和３年 5 月 10 日（月） （１）令和３年度文京区男女平等参画推進会議スケジュールについて 

（２）令和３年度男女平等参画施策実施予定について 

（３）文京区男女平等参画推進計画の改定について 第１回委員会 令和３年 5 月 13 日（木） 

第２回幹事会 令和３年 6 月 28 日（月） 
（１）文京区男女平等参画推進計画の令和2年度推進状況評価（重点及

び成果指標）について 

（２）文京区男女平等参画推進計画の改定について 

（３）その他 
第２回委員会 令和３年 7 月 1 日（木） 

第３回幹事会 令和３年 8 月 16 日（月） 
（１）文京区男女平等参画推進計画の令和２年度推進状況評価につい

て 

（２）女性活躍推進計画の令和２年度実績報告について 

（３）文京区男女平等参画推進計画の改定について 

（４）その他 

第３回委員会 令和３年 8 月 19 日（木） 

第４回幹事会 令和３年 9 月 30 日（木） 
（１）文京区男女平等参画推進計画の令和２年度推進状況評価につい

て 

（２）文京区男女平等参画推進計画の改定について 

（３）その他 
第４回委員会 令和３年 10 月 4 日（月） 

第５回幹事会 令和４年 1 月 11 日（火） 
（１）文京区男女平等参画推進計画の令和２年度推進状況評価につい

て 

（２）文京区男女平等参画推進計画（素案）の意見募集結果について 

（３）文京区男女平等参画推進計画（案）について 

（４）その他 

第５回委員会 令和４年 1 月 13 日（木）  
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（３）素案に対する区民意見等 

男女平等参画推進会議で検討した「素案」に対して、区民の意見を幅広く取り入れるため、パ

ブリックコメントと区民説明会を実施しました。 

 

方法 実施期間 意見の件数 

パブリックコメント 令和３年 12 月６日（月）～令和４年 1 月５日（水） 
意見提出者：21 人 

意見件数 ：27 件 

区民説明会 令和３年 12 月８日（水）、12 月 11 日（土） 
参加者  ：10 人 

意見件数 ：10 件 
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２．文京区男女平等参画推進会議委員名簿 

任期：令和 4 年 3 月 31 日まで 

役職 氏 名 所属団体等 

会長 内海﨑 貴子 川村学園女子大学教育学部児童教育学科長教授 

副会長 斎藤 文栄 公益財団法人ジョイセフアドボカシー・マネージャー 

委員 森 義仁 お茶の水女子大学理学部化学科教授（基幹研究院自然科学系） 

委員 藤井 麻莉 弁護士 

委員 千代 和子 文京区女性団体連絡会会長 

委員 戸野塚 一枝 文京区町会連合会副会長 

委員 城戸口 隆俊 東京商工会議所文京支部事務局長 

委員 伊東 弘子 文京区労働組合協議会副議長  

委員 大城 隆嗣 文京区立小学校PTA連合会 

委員 黒田 真紀 文京区立中学校PTA連合会 

委員 湯田平 眞二 東京労働局ハローワーク飯田橋 

委員 小野 博史 東京都立中央・城北職業能力開発センター 

委員 牛嶋 大 公募区民委員 

委員 鈴木 洋子 公募区民委員 

委員 
（有識者） 

原 ミナ汰 
NPO法人共生社会をつくるセクシュアル・マイノリティ支援 
全国ネットワーク代表理事 

幹事 吉岡 利行 文京区総務部長 
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３．文京区男女平等参画推進条例 

平成二十五年九月二十七日 

条例第三十九号 

改正 平成二七年三月三日条例第一七号 

 

目次 

前⽂ 

第一章 総則（第一条―第七条） 

第二章 基本的施策（第八条―第十三条） 

第三章 文京区男⼥平等参画推進会議等（第⼗

四条・第⼗五条） 

第四章 雑則（第⼗六条） 

付則 

 

文京区は、多くの文化人が活躍してきた「文の京」

であり、「青鞜(とう)」発祥の地として女性の権利

拡充運動が展開されてきた歴史的地である。こうし

た中、文京区は、個人の尊重と法の下の平等がうた

われている日本国憲法及び男女平等の実現に向けた

男女共同参画社会基本法の理念に基づき様々な施策

に取り組んできた。 

しかしながら、性別による固定的な役割分担の意

識やそれに基づく社会的慣行等は今なお存在してお

り、生き方や働き方の多様化が進む中、さらなる継

続的な取組が必要である。 

男女が、性別に関わりなく、それぞれの個性と能

力を十分に発揮し、互いの違いや多様な生き方を尊

重する社会を次世代につなぐために、区民一人一人

が互いの人権を尊重し、いきいきと暮らせる男女平

等参画社会の実現を目指して、この条例を制定する。 

 

第⼀章 総則 

（目的） 

第一条 この条例は、男女平等参画の推進に関し、

基本理念を定め、区、区民及び事業者の責務を明

らかにするとともに、区の施策の基本的事項を定

めることにより、男女平等参画に関する施策の総

合的かつ計画的な推進を図り、もって男女平等参

画社会を実現することを目的とする。 

 

（⽤語の定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

一 男女平等参画 男女が、その個性と能力を

発揮し、性別に関わりなく個人として尊重さ

れ、対等な立場で社会のあらゆる活動に参画

する機会が確保されることをいう。 

二 区民 区内に住む人、働く人及び学ぶ人を

いう。 

三 事業者 区内において事業活動を行う法人

その他の団体又は個人をいう。 

四 配偶者からの暴力等 配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護等に関する法律（平成

十三年法律第三十一号）第一条第一項に規定

する配偶者からの暴力（同法第二十八条の二

に規定する関係にある相手からの暴力を含

む。）、ストーカー行為等の規制等に関する法

律（平成十二年法律第八十一号）第二条に規

定するつきまとい等又は交際相手からの身体

的な暴力、精神的な暴力若しくは性的な暴力

をいう。 

五 セクシュアル・ハラスメント 性的な言動

により相手方を不快にさせ、その者の生活環

境を害すること又は性的な言動に対する相手

方の対応により、その者に不利益を与えるこ

とをいう。 

六 積極的改善措置 男女共同参画社会基本法

（平成十一年法律第七十八号）第二条第二号

に規定する積極的改善措置をいう。 

（基本理念） 

第三条 区は、次に掲げる事項を基本として、男女

平等参画を推進する。 

一 性別による差別的な取扱いや暴力を根絶し、

男女が、個人として尊重されること。 

二 男女が、性別による固定的な役割分担の意

識に捉われることなく、その個性と能力を十
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分に発揮し、自らの意思と責任により多様な

生き方を選択できること。 

三 男女が、性別に関わりなく、社会の平等な

構成員として、あらゆる分野における活動方

針の立案及び決定に平等に参画する機会が確

保されること。 

四 学校教育、生涯学習その他のあらゆる教育

の場において、男女平等参画社会を支える意

識の形成に向けた取組が行われること。 

五 男女が、相互の協力と社会の支援の下に、

子の養育、家族の介護その他の家庭生活にお

ける活動と職場や地域における活動の調和の

とれた生活を営むことができること。 

六 男女が、妊娠、出産等に関して互いに理解

を深め、尊重し合い、共に生涯にわたり健康

な生活を営むことができること。 

七 国際社会及び国内における男女平等参画に

係る取組を積極的に理解すること。 

（区の責務） 

第四条 区は、前条に規定する基本理念に基づき、

男女平等参画を推進する施策を総合的かつ計画的

に実施するために必要な措置を講ずるものとする。 

２ 区は、男女平等参画を推進するに当たり、区民、

事業者、国及び他の地方公共団体その他関係機関

等と連携し、及び協力するものとする。 

（区⺠の責務） 

第五条 区民は、男女平等参画について理解を深め、

職場、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる

分野の活動において男女平等参画を推進するよう

努めるものとする。 

２ 区民は、区が実施する男女平等参画を推進する

施策に協力するよう努めるものとする。 

（事業者の責務） 

第六条 事業者は、男女平等参画について理解を深

め、その事業活動において男女平等参画を推進し、

男女が家庭生活における活動と職場や地域におけ

る活動の調和のとれた生活を営むことができるよ

う努めるものとする。 

２ 事業者は、区が実施する男女平等参画を推進す

る施策に協力するよう努めるものとする。 

 

（禁⽌事項等） 

第七条 何人も、配偶者からの暴力等、セクシュア

ル・ハラスメント、性別に起因する差別的な取扱

い（性的指向又は性的自認に起因する差別的な取

扱いを含む。）その他の性別に起因する人権侵害

を行ってはならない。 

２ 何人も、情報の流通に当たっては、前項に規定

する性別に起因する人権侵害又は固定的な役割分

担の意識を助長し、又は是認させる表現を用いな

いよう配慮しなければならない。 

 

第⼆章 基本的施策 

（計画の策定） 

第八条 区は、男女平等参画に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するための基本的な計画（以下

「推進計画」という。）を策定し、これを公表す

るものとする。 

２ 推進計画の策定に当たっては、あらかじめ第十

四条第一項に規定する文京区男女平等参画推進会

議の意見を聴くものとする。 

３ 区は、毎年一回、推進計画に基づく男女平等参

画に関する施策の実施状況を公表するものとする。 

（広報及び啓発並びに教育に対する支援） 

第九条 区は、区民及び事業者が男女平等参画の推

進に関し理解を深めるよう、広報及び啓発を行う

ものとする。 

２ 区は、男女平等参画社会を支える意識の形成に

向けた取組が行われるよう、学校教育、生涯学習

その他のあらゆる教育に携わる者を支援するもの

とする。 

３ 第一項に規定する広報及び啓発並びに前項に規

定する支援を行うため、区は、必要な調査研究並

びに情報の収集及び提供に努めるものとする。 

（家庭⽣活と社会活動の調和） 

第十条 区は、区民が性別に関わりなく、子の養育、

家族の介護その他の家庭生活における活動と職場

や地域における活動の調和のとれた生活を営みな

がら、多様な生き方を選択し、実現できるよう努

めるものとする。 
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（積極的改善措置） 

第十一条 区は、男女の固定的な役割分担の意識が

残ると認める場合又は男女の参画する機会に不均

衡があると認める場合にあっては、積極的改善措

置を講ずるよう努めるものとする。 

（災害対応における配慮） 

第十二条 区は、災害等への対応（災害等の発生に

備える対策を含む。）においては、男女双方の視

点に配慮するものとする。 

（拠点施設） 

第十三条 区は、文京区男女平等センター条例（平

成十四年三月文京区条例第一号）第一条に規定す

る文京区男女平等センターを男女平等参画に関す

る施策を推進するための拠点施設とする。 

 

第三章 ⽂京区男⼥平等参画推進会議等 

（推進会議） 

第十四条 男女平等参画の推進について調査し、又

は審議するため、区長の附属機関として、文京区

男女平等参画推進会議（以下「推進会議」とい

う。）を置く。 

２ 推進会議は、区長の諮問に応じ、次に掲げる事

項について審議する。 

一 男女平等参画に係る人権の尊重及び暴力の

根絶に関すること。 

二 男女平等参画社会を支える意識の形成に関

すること。 

三 家庭生活と社会活動の調和の実現に関する

こと。 

四 推進計画に関すること。 

五 その他区長が必要があると認めた事項 

３ 推進会議は、前項に定めるもののほか、男女平

等参画の推進に関し必要があると認めた事項につ

いて区長に意見を述べることができる。 

（苦情申立て） 

第十五条 区民及び事業者は、区に対し、区が関与

する男女平等参画に関する施策に係る苦情を申し

立てることができる。 

２ 区は、前項の規定による苦情の申立てがあった

場合は、必要に応じ推進会議の意見を聴いて、処

理するものとする。 

３ 区は、第一項に規定する苦情の処理に当たって

は、当該苦情を申し立てた者に係る情報を保護す

るとともに、公平かつ適切に行うものとする。 

 

第四章 雑則 

（委任） 

第十六条 この条例の施行について必要な事項は、

区長が別に定める。 

付 則 

この条例は、平成二十五年十一月一日から施行する。 

付 則（平成⼆七年三⽉三⽇条例第⼀七号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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４．文京区男女平等参画推進会議運営要綱 

３文厚女発 第６３０号 平成 ４ 年 ３ 月 １６日 区長決定 

６文厚女発 第１５５号 平成 ６ 年 ４ 月 １ 日 改正 

９文厚女発 第６１９号 平成 １０ 年 ４ 月 １ 日 改正 

１１文厚女発 第４９７号 平成 １２ 年 ２ 月 １ 日 改正 

１３文区女 第２７３号 平成 １３ 年 １２ 月 ２１日 改正 

１３文区女 第３７９号 平成 １４ 年 ３ 月 ２８日 改正 

１７文区男 第３２０号 平成 １８ 年 ３ 月 １０日 改正 

１８文男男 第１１号 平成 １８ 年 ４ 月 １ 日 改正 

２１文男男 第６号 平成 ２１ 年 ４ 月 １ 日 改正 

２４文男男 第２４８号 平成 ２４ 年 １０ 月 １ 日 改正 

２５文男男 第２４９号 平成 ２５ 年 １０ 月 ７ 日 改正 

２８文総総 第２号 平成 ２８ 年 ４ 月 １ 日 改正 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、文京区男女平等参画推進条例

（平成２５年９月文京区条例第３９号）第１４条

に規定する文京区男女平等参画推進会議（以下

「会議」という。）の運営に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（構成） 

第２条 会議は、次に掲げる者の中から区長が委嘱

する委員１６人以内をもって構成する。 

(1) 学識経験者 ４人以内 

(2) 区内関係団体等の構成員 ８人以内 

(3) 区民 ４人以内 

２ 前項第３号に規定する委員は、公募によるもの

とし、別に定めるところにより選考する。 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。 

２ 委員は、１回に限り再任することができる。た

だし、前条第１項第１号及び第２号に規定する委

員については、この限りでない。 

３ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第４条 会議に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長は、第２条第１項第１号に規定する委員の

うちから、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会議を主宰し、会務を総理する。 

４ 副会長は、委員のうちから会長が指名する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があると

き又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 会議は、会長が招集する。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開く

ことができない。 

３ 会長は、必要があると認めたときは、関係者及

び区職員を会議に出席させ、意見を述べさせるこ

とができる。 

４ 会議は、原則これを公開とする。ただし、会長

が必要があると認めた場合は、非公開とすること

ができる。 

（部会） 

第６条 会議の効率的運営を図るため、必要に応じ

て指定する事項を検討する部会（以下「部会」と

いう。）を置くことができる。 

２ 部会長は、会長をもって充てる。 

３ 部会は、委員のうちから会長が指名する者をも

って構成する。 

４ 部会は、原則これを公開とする。ただし、会長

が必要があると認めた場合は、非公開とすること

ができる。 

（幹事） 

第７条 会議及び部会に幹事を置く。 

２ 幹事は、総務部長の職にある者をもって充てる。 

３ 幹事は、会議及び部会に出席して意見を述べる

ことができる。 
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（庶務） 

第８条 会議及び部会の庶務は、総務部総務課にお

いて処理する。 

（その他） 

第９条 会議及び部会の運営その他この要綱の施行

について必要な事項は、区長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ この要綱による改正後の文京区男女平等参画推

進会議設置要綱の規定による委員の公募その他の

必要な準備については、この要綱の施行の日前に

おいても行うことができる。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ この要綱による改正後の文京区男女平等参画推

進会議設置要綱の規定による委員の公募その他の

必要な準備については、この要綱の施行の日前に

おいても行うことができる。 

付 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２４年１０月１日から施行する。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年１１月１日から施行す

る。 

 

 

（経過措置） 

２ 改正前の文京区男女平等参画推進会議設置要綱

第３条の規定により委嘱された委員のうち、前項

の施行の日（以下「施行日」という。）前から施

行日以後に引き続く者については、改正後の文京

区男女平等参画推進会議運営要綱第２条の規定に

より委嘱されたものとみなす。この場合において、

当該委員の任期は、なお従前の例による。 

（委員に関する特例） 

３ 施行日以後平成２６年３月３１日までの間に委

嘱された委員の任期については、第３条第１項の

規定にかかわらず、平成２６年３月３１日までと

する。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
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５．文京区男女平等参画推進委員会設置要綱 

６文厚女発 第２１６号 平成 ６ 年 ６ 月 ２８日 区⻑決定 

１１文厚女発 第４９８号 平成 １２ 年 ２ 月 １ 日 改正 

１２文区女発 第１１号 平成 １２ 年 ４ 月 ２８日 改正 

１３文区女 第２５号 平成 １３ 年 ４ 月 ２５日 改正 

１３文区女 第３８２号 平成 １４ 年 ３ 月 ２９日 改正 

１４文区男 第４３６号 平成 １５ 年 ３ 月 ２７日 改正 

１７文区男 第４８号 平成 １７ 年 ４ 月 ２７日 改正 

１８文男男 第３号 平成 １８ 年 ４ 月 １４日 改正 

１９文男男 第１号 平成 １９ 年 ４ 月 ２ 日 改正 

２０文男男 第１号 平成 ２０ 年 ４ 月 ２ 日 改正 

２１文男男 第５号 平成 ２１ 年 ４ 月 ２ 日 改正 

２４文男男 第３号 平成 ２４ 年 ４ 月 ６ 日 改正 

２８文総総 第８６号 平成 ２８ 年 ４ 月 １ 日 改正 

２０２１文総総第１４５４号 令和 ３ 年１２月 1 日 改正 

 

 

（設置） 

第１条 文京区における男女平等参画の総合的推進

を図るため、文京区男女平等参画推進委員会(以

下「委員会」という。)を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について所掌す

る。 

(１)文京区男女平等参画推進計画の推進及び進

行状況の管理に関すること。 

(２)文京区の男女平等参画推進に係る諸施策の

調整等に関すること。 

(３)前２号に掲げるもののほか、男女平等参画

推進に関し委員会が必要があると認めた事項 

（構成） 

第３条 委員会は、別表第１に掲げる職にある者を

もって構成する。 

２ 委員会に委員長及び副委員長各１人を置く。 

３ 委員長は、総務部長の職にある者とし、委員会

を総括する。 

４ 副委員長は、企画政策部長の職にある者とし、

委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第４条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、必要があると認めたときは、委員以

外の者を委員会に出席させ、説明を求め、又は意

見を述べさせることができる。 

（幹事会） 

第５条 委員会の効果的運営を図るため、幹事会を

置く。 

２ 幹事会は、別表第２に掲げる職にある者をもっ

て構成する。 

３ 幹事会に会長及び副会長各１人を置く。 

４ 会長は、総務部長の職にある者とし、幹事会を

総括する。 

５ 副会長は、総務部ダイバーシティ推進担当課長

とし、会長を補佐し、会長に事故があるときは、

その職務を代理する。 

６ 幹事会は、委員会に付議する事案について必要

な事項を検討し、委員会に報告する。 

７ 幹事会は、会長が招集する。 

８ 会長は、会議に必要があると認めたときは、委

員以外の者を幹事会に出席させ、説明を求め、又

は意見を述べさせることができる。 

（部会） 

第６条 幹事会は、必要に応じて幹事会が指定する

事項を専門に検討する部会（以下「部会」とい

う。）を置くことができる。 

２ 部会は、幹事会の会長が指名する者をもって構

成する。 
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（庶務） 

第７条 委員会、幹事会及び部会の庶務は、総務部

総務課において処理する。 

（委任） 

第８条 委員会の運営その他この要綱の施行につい

て必要な事項は、委員長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成２１年４月２日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２４年４月６日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和３年１２月 1 日から施行する。 

 

別表第１（第３条関係） 

委員会 

役 職 職 

委員長 総務部長 

副委員長 企画政策部長 

委 員 危機管理室長 

区民部長 

アカデミー推進部長 

福祉部長 

地域包括ケア推進担当部長 

子ども家庭部長 

保健衛生部長 

文京保健所長 

都市計画部長 

土木部長 

資源環境部長 

施設管理部長 

会計管理者 

教育推進部長 

監査事務局長 

区議会事務局長 

 

別表第２（第５条関係） 

幹事会 

役 職 職 

会長 総務部長 

副会長 総務部ダイバーシティ推進担当課長 

幹 事 企画政策部企画課長 

企画政策部広報課長 

総務部総務課長 

総務部職員課長 

区民部区民課長 

区民部経済課長 

アカデミー推進部アカデミー推進課長 

福祉部福祉政策課長 

福祉部生活福祉課長 

子ども家庭部子育て支援課長 

子ども家庭部子ども家庭支援センター所長 

保健衛生部生活衛生課長 

都市計画部都市計画課長 

土木部管理課長 

資源環境部環境政策課長 

施設管理部施設管理課長 

教育推進部教育総務課長 

教育推進部教育指導課長 
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６．文京区男女平等推進委員設置要綱 

２６文男男 第４９９号 平成 ２７ 年 ３ 月 ３１日 区長決定 

２８文総総 第７８号 平成 ２８ 年 ４ 月 １ 日 改正 

 

（設置） 

第１条 文京区男女平等参画推進条例（平成２５年

９月文京区条例第３９号。以下「条例」という。）

に基づく具体的施策の実現に向け、男女平等参画

推進に係る庁内における体制を整えるため、文京

区男女平等推進委員（以下「推進委員」という。）

を設置する。 

（設置基準） 

第２条 推進委員は、原則として各課に１人設置す

る。ただし、所属部長が必要と認めたときは、２

人以上設置することができるものとする。 

（任命） 

第３条 推進委員は、所属課長からの推薦に基づき、

所属部長が任命する。 

（役割） 

第４条 推進委員の役割は、次のとおりとする。 

（１）条例第４条に規定する区の責務について、

所属課職員に周知を図ること。 

（２）条例第７条に規定する禁止事項等につい

て、所属課職員に周知し、遵守徹底を図るこ

と。 

（３）条例第２章に規定する基本的施策につい

て所属課職員に周知し、遵守徹底を図ること。 

（４）条例第１４条に規定する文京区男女平等

参画推進会議の審議内容について、所属課職

員に周知し、同推進会議による提言を踏まえ

た所属課の施策のチェックを行うこと。 

（５）前各号に掲げるもののほか、職場におけ

る男女平等及びその推進に関すること。 

（任期） 

第５条 推進委員の任期は、１年とする。ただし、

再任を妨げない。 

 

 

 

（推進委員への支援） 

第６条 総務課は、推進委員に対し、必要な情報の

提供、研修の実施等の支援を行うものとする。 

２ 前項の支援を担保するため、総務課に男女平等

推進リーダーを設置する。 

（庶務） 

第７条 推進委員に関する庶務は、総務課が処理す

る。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、推進委員に

関し必要な事項は、総務部長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、決定の日から施行する。 

付 則 

（施⾏期⽇） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
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７．文京区男女平等センター条例 

平成十四年三月六日 

条例第一号 

改正 平成一七年六月一五日条例第三二号 

平成二四年一〇月二日条例第六七号 

平成二七年一〇月一日条例第六五号 

文京区女性センター条例（昭和六十一年六月文京区条例第二十五号）の全部を改正する。 

 

（目的及び設置） 

第一条 この条例は、区民に学習及び交流の機会並

びに活動の場を提供するため、文京区男女平等セ

ンター（以下「男女平等センター」という。）を

東京都文京区本郷四丁目八番三号に設置し、その

管理運営等に関し必要な事項を定め、もって今な

お残る女性を取り巻く諸問題の解決、性別役割分

業意識の是正、男女それぞれが従来参画の少なか

った分野への積極的な参画の支援等を通して、男

女平等参画社会を実現することを目的とする。 

（事業） 

第二条 男女平等センターは、前条の目的を達成す

るため、次の事業を行う。 

一 男女平等参画に資する情報及び学習の機会の提

供に関すること。 

二 男女平等参画のための相互交流の場の提供に関

すること。 

三 男女平等参画のための自主的な活動等の支援に

関すること。 

四 女性の社会参画の支援に関すること。 

五 個人の自立及び人間関係等の相談に関すること。 

六 施設の使用に関すること。 

七 前各号に掲げるもののほか、区長が必要がある

と認めた事業 

（指定管理者による管理） 

第三条 男女平等センターの管理は、地方自治法

（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十四条

の二第三項の規定により法人その他の団体であっ

て、区長が指定するもの（以下「指定管理者」と

いう。）に行わせるものとする。 

（指定管理者の指定の手続等） 

第四条 指定管理者の指定の手続等については、こ

の条例に定めるもののほか、文京区公の施設に係

る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成十

七年六月文京区条例第二十五号）の例による。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第五条 指定管理者は、次に掲げる業務を行う。 

一 第二条（第五号を除く。）に規定する事業の実

施に係る業務 

二 男女平等センターの使用の承認に係る業務 

三 男女平等センターの施設等の維持管理に係る業

務 

四 前三号に掲げるもののほか、区長が必要がある

と認めた業務 

（施設） 

第六条 男女平等センターには、別表に掲げる施設

を設ける。 

（休館日） 

第七条 男女平等センターの休館日は、十二月二十

八日から翌年の一月四日までの日とする。ただし、

区長は、特に必要があると認めたときは、臨時に

休館日を定めることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、あら

かじめ区長の承認を得て、臨時に男女平等センタ

ーの休館日を定めることができる。 

（開館時間） 

第八条 男女平等センターの開館時間は、午前九時

から午後九時三十分までとし、その使用に係る単

位時間は、別表のとおりとする。ただし、区長は、

管理上必要があるときは、これを変更することが

できる。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、あら

かじめ区長の承認を得て、男女平等センターの開

館時間を変更することができる。 
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（使用承認） 

第九条 男女平等センターの施設又は附帯設備（以

下「施設等」という。）を使用しようとするもの

は、指定管理者に申請し、その承認を受けなけれ

ばならない。 

（使用の不承認） 

第十条 指定管理者は、前条の申請が次の各号のい

ずれかに該当するときは、使用の承認をしない。 

一 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがある

と認めたとき。 

二 営利を目的とするものであると認めたとき。 

三 男女平等センターの管理上支障があると認めた

とき。 

四 前三号に掲げるもののほか、指定管理者が使用

を不適当であると認めたとき。 

（使用料） 

第十一条 第九条の規定により施設等の使用の承認

を受けたもの（以下「使用者」という。）は、別

表に定める額の使用料を前納しなければならない。 

（使用料の減免） 

第十二条 区長は、特別の理由があると認めたとき

は、前条の使用料を減額し、又は免除することが

できる。 

（使用料の不還付） 

第十三条 既納の使用料は、還付しない。ただし、

区長は、特別の理由があると認めたときは、その

全部又は一部を還付することができる。 

（使用権の譲渡禁止等） 

第十四条 使用者は、使用の権利を譲渡し、又は転

貸してはならない。 

（設備の変更等の禁止） 

第十五条 使用者は、施設等に特別の設備をし、又

は変更を加えてはならない。ただし、あらかじめ

指定管理者の承認を受けたときは、この限りでな

い。 

（使用承認の取消し等） 

第十六条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該

当するときは、使用の承認を取り消し、又は使用

を制限し、若しくは使用の停止を命ずることがで

きる。 

一 使用の目的に違反したとき。 

二 この条例若しくはこれに基づく規則に違反し、

又は指定管理者の指示に従わないとき。 

三 災害その他の事故により、男女平等センターの

使用ができなくなったとき。 

四 前三号に掲げるもののほか、指定管理者が特に

必要があると認めたとき。 

（原状回復の義務） 

第十七条 使用者は、使用を終了したとき又は前条

の規定により使用の承認を取り消され、若しくは

使用の停止を命ぜられたときは、使用した施設等

を直ちに原状に回復しなければならない。 

（損害賠償の義務） 

第十八条 使用者は、その責めに帰すべき事由によ

り、施設等に損害を与えた場合は、区長が相当と

認める損害額を賠償しなければならない。ただし、

区長は、やむを得ない理由があると認めたときは、

その額を減額し、又は免除することができる。 

２ 指定管理者は、第十六条第四号に該当するとき

を除き、第十条に規定する男女平等センターの使

用の不承認又は第十六条に規定する男女平等セン

ターの使用の承認の取消し、使用の制限若しくは

使用の停止によって使用者に生じた損害について

は、その責めを負わない。 

（委任） 

第十九条 この条例の施行について必要な事項は、

規則で定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成十四年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前にこの条例による改正前

の文京区女性センター条例の規定によりなされた

処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定

によりなされた処分、手続その他の行為とみなす。 

３ 平成十四年四月一日から同年五月三十一日まで

の間に男女平等センターを使用する者の使用料に
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ついては、この条例の規定にかかわらず、なお従

前の例による。 

 

付 則（平成一七年六月一五日条例第三二号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成十八年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下この項において「施

行日」という。）前にこの条例による改正前の文

京区男女平等センター条例第六条の規定により行

った承認は、施行日以後においては、この条例に

よる改正後の文京区男女平等センター条例第九条

の規定により行った承認とみなす。 

 

付 則（平成二四年一〇月二日条例第六七号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成二十四年十一月一日から施行

する。 

（経過措置） 

２ 平成二十四年十一月一日から平成二十五年三月

三十一日までの間に男女平等センターの施設を使

用する者の使用料については、この条例による改

正後の文京区男女平等センター条例の規定にかか

わらず、なお従前の例による。 

付 則（平成二七年一〇月一日条例第六五号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成二十七年十一月一日から施行

する。 

（経過措置） 

２ 平成二十七年十一月一日から平成二十八年三月

三十一日までの間に男女平等センターの施設を使

用する者の使用料については、この条例による改

正後の文京区男女平等センター条例の規定にかか

わらず、なお従前の例による。 

別表（第六条、第八条、第十一条関係） 

一 施設及び使用料 

（省略） 

 

二 附帯設備及び使用料 

（省略） 
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８．女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約 

採択 1979 年 12 月 18 日 （国際連合総会第 34 回会期） 

効力発生 1981 年 ９ 月 ３ 日 

日本国 1980 年 ７ 月 17 日 署名 

 1985 年 ７ 月 25 日 効力発生 

 

この条約の締約国は、 

国際連合憲章が基本的人権、人間の尊厳及び価値

並びに男女の権利の平等に関する信念を改めて確認

していることに留意し、 

世界人権宣言が、差別は容認することができない

ものであるとの原則を確認していること、並びにす

べての人間は生まれながらにして自由であり、かつ、

尊厳及び権利について平等であること並びにすべて

の人は性による差別その他のいかなる差別もなしに

同宣言に掲げるすべての権利及び自由を享有するこ

とができることを宣明していることに留意し、 

人権に関する国際規約の締約国がすべての経済的、

社会的、文化的、市民的及び政治的権利の享有につ

いて男女に平等の権利を確保する義務を負っている

ことに留意し、 

国際連合及び専門機関の主催の下に各国が締結し

た男女の権利の平等を促進するための国際条約を考

慮し、 

更に、国際連合及び専門機関が採択した男女の権

利の平等を促進するための決議、宣言及び勧告に留

意し、 

しかしながら、これらの種々の文書にもかかわら

ず女子に対する差別が依然として広範に存在してい

ることを憂慮し、 

女子に対する差別は、権利の平等の原則及び人間

の尊厳の尊重の原則に反するものであり、女子が男

子と平等の条件で自国の政治的、社会的、経済的及

び文化的活動に参加する上で障害となるものであり、

社会及び家族の繁栄の増進を阻害するものであり、

また、女子の潜在能力を自国及び人類に役立てるた

めに完全に開発することを一層困難にするものであ

ることを想起し、 

窮乏の状況においては、女子が食糧、健康、教育、

雇用のための訓練及び機会並びに他の必要とするも

のを享受する機会が最も少ないことを憂慮し、 

 

衡平及び正義に基づく新たな国際経済秩序の確立

が男女の平等の促進に大きく貢献することを確信し、 

アパルトヘイト、あらゆる形態の人種主義、人種

差別、植民地主義、新植民地主義、侵略、外国によ

る占領及び支配並びに内政干渉の根絶が男女の権利

の完全な享有に不可欠であることを強調し、 

国際の平和及び安全を強化し、国際緊張を緩和し、

すべての国（社会体制及び経済体制のいかんを問わ

ない。）の間で相互に協力し、全面的かつ完全な軍

備縮小を達成し、特に厳重かつ効果的な国際管理の

下での核軍備の縮小を達成し、諸国間の関係におけ

る正義、平等及び互恵の原則を確認し、外国の支配

の下、植民地支配の下又は外国の占領の下にある人

民の自決の権利及び人民の独立の権利を実現し並び

に国の主権及び領土保全を尊重することが、社会の

進歩及び発展を促進し、ひいては、男女の完全な平

等の達成に貢献することを確認し、 

国の完全な発展、世界の福祉及び理想とする平和

は、あらゆる分野において女子が男子と平等の条件

で最大限に参加することを必要としていることを確

信し、 

家族の福祉及び社会の発展に対する従来完全には

認められていなかった女子の大きな貢献、母性の社

会的重要性並びに家庭及び子の養育における両親の

役割に留意し、また、出産における女子の役割が差

別の根拠となるべきではなく、子の養育には男女及

び社会全体が共に責任を負うことが必要であること

を認識し、 

社会及び家庭における男子の伝統的役割を女子の

役割とともに変更することが男女の完全な平等の達

成に必要であることを認識し、 

女子に対する差別の撤廃に関する宣言に掲げられ

ている諸原則を実施すること及びこのために女子に

対するあらゆる形態の差別を撤廃するための必要な

措置をとることを決意して、 

次のとおり協定した。 
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第 1部 

第 1 条 

この条約の適用上、「女子に対する差別」とは、

性に基づく区別、排除又は制限であつて、政治的、

経済的、社会的、文化的、市民的その他のいかなる

分野においても、女子（婚姻をしているかいないか

を問わない。）が男女の平等を基礎として人権及び

基本的自由を認識し、享有し又は行使することを害

し又は無効にする効果又は目的を有するものをいう。 

第 2 条 

締約国は、女子に対するあらゆる形態の差別を非

難し、女子に対する差別を撤廃する政策をすべての

適当な手段により、かつ、遅滞なく追求することに

合意し、及びこのため次のことを約束する。 

(a) 男女の平等の原則が自国の憲法その他の適

当な法令に組み入れられていない場合にはこ

れを定め、かつ、男女の平等の原則の実際的

な実現を法律その他の適当な手段により確保

すること。 

(b) 女子に対するすべての差別を禁止する適当

な立法その他の措置（適当な場合には制裁を

含む。）をとること。 

(c) 女子の権利の法的な保護を男子との平等を

基礎として確立し、かつ、権限のある自国の

裁判所その他の公の機関を通じて差別となる

いかなる行為からも女子を効果的に保護する

ことを確保すること。 

(d) 女子に対する差別となるいかなる行為又は

慣行も差し控え、かつ、公の当局及び機関が

この義務に従って行動することを確保するこ

と。 

(e) 個人、団体又は企業による女子に対する差

別を撤廃するためのすべての適当な措置をと

ること。 

(f) 女子に対する差別となる既存の法律、規則、

慣習及び慣行を修正し又は廃止するためのす

べての適当な措置（立法を含む。）をとること。 

(g) 女子に対する差別となる自国のすべての刑

罰規定を廃止すること。 

第 3 条 

締約国は、あらゆる分野、特に、政治的、社会的、

経済的及び文化的分野において、女子に対して男子

との平等を基礎として人権及び基本的自由を行使し

及び享有することを保障することを目的として、女

子の完全な能力開発及び向上を確保するためのすべ

ての適当な措置（立法を含む。）をとる。 

第 4 条 

1.締約国が男女の事実上の平等を促進することを目

的とする暫定的な特別措置をとることは、この条

約に定義する差別と解してはならない。ただし、

その結果としていかなる意味においても不平等な

又は別個の基準を維持し続けることとなってはな

らず、これらの措置は、機会及び待遇の平等の目

的が達成された時に廃止されなければならない。 

2.締約国が母性を保護することを目的とする特別措

置（この条約に規定する措置を含む。）をとるこ

とは、差別と解してはならない。 

第 5 条 

締約国は、次の目的のためのすべての適当な措置

をとる。 

(a) 両性いずれかの劣等性若しくは優越性の観

念又は男女の定型化された役割に基づく偏見

及び慣習その他あらゆる慣行の撤廃を実現す

るため、男女の社会的及び文化的な行動様式

を修正すること。 

(b) 家庭についての教育に、社会的機能として

の母性についての適正な理解並びに子の養育

及び発育における男女の共同責任についての

認識を含めることを確保すること。あらゆる

場合において、子の利益は最初に考慮するも

のとする。 

第 6 条 

締約国は、あらゆる形態の女子の売買及び女子の

売春からの搾取を禁止するためのすべての適当な措

置（立法を含む。）をとる。 

 

第 2部 

第 7 条 

締約国は、自国の政治的及び公的活動における女

子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措

置をとるものとし、特に、女子に対して男子と平等
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の条件で次の権利を確保する。 

(a) あらゆる選挙及び国民投票において投票す

る権利並びにすべての公選による機関に選挙

される資格を有する権利 

(b) 政府の政策の策定及び実施に参加する権利

並びに政府のすべての段階において公職に就

き及びすべての公務を遂行する権利 

(c) 自国の公的又は政治的活動に関係のある非

政府機関及び非政府団体に参加する権利 

第 8 条 

締約国は、国際的に自国政府を代表し及び国際機

関の活動に参加する機会を、女子に対して男子と平

等の条件でかついかなる差別もなく確保するための

すべての適当な措置をとる。 

第 9 条 

1.締約国は、国籍の取得、変更及び保持に関し、女

子に対して男子と平等の権利を与える。締約国は、

特に、外国人との婚姻又は婚姻中の夫の国籍の変

更が、自動的に妻の国籍を変更し、妻を無国籍に

し又は夫の国籍を妻に強制することとならないこ

とを確保する。 

2.締約国は、子の国籍に関し、女子に対して男子と

平等の権利を与える。 

 

第 3部 

第 10 条 

締約国は、教育の分野において、女子に対して男

子と平等の権利を確保することを目的として、特に、

男女の平等を基礎として次のことを確保することを

目的として、女子に対する差別を撤廃するためのす

べての適当な措置をとる。 

(a) 農村及び都市のあらゆる種類の教育施設に

おける職業指導、修学の機会及び資格証書の

取得のための同一の条件。このような平等は、

就学前教育、普通教育、技術教育、専門教育

及び高等技術教育並びにあらゆる種類の職業

訓練において確保されなければならない。 

(b) 同一の教育課程、同一の試験、同一の水準

の資格を有する教育職員並びに同一の質の学

校施設及び設備を享受する機会 

(c) すべての段階及びあらゆる形態の教育にお

ける男女の役割についての定型化された概念

の撤廃を、この目的の達成を助長する男女共

学その他の種類の教育を奨励することにより、

また、特に、教材用図書及び指導計画を改訂

すること並びに指導方法を調整することによ

り行うこと。 

(d) 奨学金その他の修学援助を享受する同一の

機会 

(e) 継続教育計画（成人向けの及び実用的な識

字計画を含む。）特に、男女間に存在する教育

上の格差をできる限り早期に減少させること

を目的とした継続教育計画を利用する同一の

機会 

(f) 女子の中途退学率を減少させること及び早

期に退学した女子のための計画を策定するこ

と。 

(g) スポーツ及び体育に積極的に参加する同一

の機会 

(h) 家族の健康及び福祉の確保に役立つ特定の

教育的情報（家族計画に関する情報及び助言

を含む。）を享受する機会 

第 11 条 

1.締約国は、男女の平等を基礎として同一の権利、

特に次の権利を確保することを目的として、雇用

の分野における女子に対する差別を撤廃するため

のすべての適当な措置をとる。 

(a) すべての人間の奪い得ない権利としての労

働の権利 

(b) 同一の雇用機会（雇用に関する同一の選考

基準の適用を含む。）についての権利 

(c) 職業を自由に選択する権利、昇進、雇用の

保障並びに労働に係るすべての給付及び条件

についての権利並びに職業訓練及び再訓練

（見習、上級職業訓練及び継続的訓練を含む。）

を受ける権利 

(d) 同一価値の労働についての同一報酬（手当

を含む。）及び同一待遇についての権利並びに

労働の質の評価に関する取扱いの平等につい

ての権利 

(e) 社会保障（特に、退職、失業、傷病、障害、

老齢その他の労働不能の場合における社会保

障）についての権利及び有給休暇についての

権利 
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(f) 作業条件に係る健康の保護及び安全（生殖

機能の保護を含む。）についての権利 

2.締約国は、婚姻又は母性を理由とする女子に対す

る差別を防止し、かつ、女子に対して実効的な労

働の権利を確保するため、次のことを目的とする

適当な措置をとる。 

(a) 妊娠又は母性休暇を理由とする解雇及び婚

姻をしているかいないかに基づく差別的解雇

を制裁を課して禁止すること。 

(b) 給料又はこれに準ずる社会的給付を伴い、

かつ、従前の雇用関係、先任及び社会保障上

の利益の喪失を伴わない母性休暇を導入する

こと。 

(c) 親が家庭責任と職業上の責務及び社会的活

動への参加とを両立させることを可能とする

ために必要な補助的な社会的サービスの提供

を、特に保育施設網の設置及び充実を促進す

ることにより奨励すること。 

(d) 妊娠中の女子に有害であることが証明され

ている種類の作業においては、当該女子に対

して特別の保護を与えること。 

3.この条に規定する事項に関する保護法令は、科学

上及び技術上の知識に基づき定期的に検討するも

のとし、必要に応じて、修正し、廃止し、又はそ

の適用を拡大する。 

第 12 条 

1.締約国は、男女の平等を基礎として保健サービス

（家族計画に関連するものを含む。）を享受する

機会を確保することを目的として、保健の分野に

おける女子に対する差別を撤廃するためのすべて

の適当な措置をとる。 

2.1 の規定にかかわらず、締約国は、女子に対し、

妊娠、分べん及び産後の期間中の適当なサービス

（必要な場合には無料にする。）並びに妊娠及び

授乳の期間中の適当な栄養を確保する。 

第 13 条 

締約国は、男女の平等を基礎として同一の権利、

特に次の権利を確保することを目的として、他の経

済的及び社会的活動の分野における女子に対する差

別を撤廃するためのすべての適当な措置をとる。 

(a) 家族給付についての権利 

(b) 銀行貸付け、抵当その他の形態の金融上の

信用についての権利 

(c) レクリエーション、スポーツ及びあらゆる

側面における文化的活動に参加する権利 

第 14 条 

1.締約国は、農村の女子が直面する特別の問題及び

家族の経済的生存のために果たしている重要な役

割（貨幣化されていない経済の部門における労働

を含む。）を考慮に入れるものとし、農村の女子

に対するこの条約の適用を確保するためのすべて

の適当な措置をとる。 

2.締約国は、男女の平等を基礎として農村の女子が

農村の開発に参加すること及びその開発から生ず

る利益を受けることを確保することを目的として、

農村の女子に対する差別を撤廃するためのすべて

の適当な措置をとるものとし、特に、これらの女

子に対して次の権利を確保する。 

(a) すべての段階における開発計画の作成及び

実施に参加する権利 

(b) 適当な保健サービス（家族計画に関する情

報、カウンセリング及びサービスを含む。）を

享受する権利 

(c) 社会保障制度から直接に利益を享受する権

利 

(d) 技術的な能力を高めるために、あらゆる種

類（正規であるかないかを問わない。）の訓練

及び教育（実用的な識字に関するものを含む。）

並びに、特に、すべての地域サービス及び普

及サービスからの利益を享受する権利 

(e) 経済分野における平等な機会を雇用又は自

営を通じて得るために、自助的集団及び協同

組合を組織する権利 

(f) あらゆる地域活動に参加する権利 

(g) 農業信用及び貸付け、流通機構並びに適当

な技術を利用する権利並びに土地及び農地の

改革並びに入植計画において平等な待遇を享

受する権利 

(h) 適当な生活条件（特に、住居、衛生、電力

及び水の供給、運輸並びに通信に関する条件）

を享受する権利 

 

第 4部 

第 15 条 
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1.締約国は、女子に対し、法律の前の男子との平等

を認める。 

2.締約国は、女子に対し、民事に関して男子と同一

の法的能力を与えるものとし、また、この能力を

行使する同一の機会を与える。特に、締約国は、

契約を締結し及び財産を管理することにつき女子

に対して男子と平等の権利を与えるものとし、裁

判所における手続のすべての段階において女子を

男子と平等に取り扱う。 

3.締約国は、女子の法的能力を制限するような法的

効果を有するすべての契約及び他のすべての私的

文書（種類のいかんを問わない。）を無効とする

ことに同意する。 

4.締約国は、個人の移動並びに居所及び住所の選択

の自由に関する法律において男女に同一の権利を

与える。 

第 16 条 

1.締約国は、婚姻及び家族関係に係るすべての事項

について女子に対する差別を撤廃するためのすべ

ての適当な措置をとるものとし、特に、男女の平

等を基礎として次のことを確保する。 

(a) 婚姻をする同一の権利 

(b) 自由に配偶者を選択し及び自由かつ完全な

合意のみにより婚姻をする同一の権利 

(c) 婚姻中及び婚姻の解消の際の同一の権利及

び責任 

(d) 子に関する事項についての親（婚姻をして

いるかいないかを問わない。）としての同一の

権利及び責任。あらゆる場合において、子の

利益は至上である。 

(e) 子の数及び出産の間隔を自由にかつ責任を

もって決定する同一の権利並びにこれらの権

利の行使を可能にする情報、教育及び手段を

享受する同一の権利 

(f) 子の後見及び養子縁組又は国内法令にこれ

らに類する制度が存在する場合にはその制度

に係る同一の権利及び責任。あらゆる場合に

おいて、子の利益は至上である。 

(g) 夫及び妻の同一の個人的権利（姓及び職業

を選択する権利を含む。） 

(h) 無償であるか有償であるかを問わず、財産

を所有し、取得し、運用し、管理し、利用し

及び処分することに関する配偶者双方の同一

の権利 

2.児童の婚約及び婚姻は、法的効果を有しないもの

とし、また、婚姻最低年齢を定め及び公の登録所

への婚姻の登録を義務付けるためのすべての必要

な措置（立法を含む。）がとられなければならな

い。 

 

第 5部 

第 17 条 

1.この条約の実施に関する進捗状況を検討するため

に、女子に対する差別の撤廃に関する委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。委員会は、

この条約の効力発生の時は 18 人の、35 番目の締

約国による批准又は加入の後は 23 人の徳望が高

く、かつ、この条約が対象とする分野において十

分な能力を有する専門家で構成する。委員は、締

約国の国民の中から締約国により選出するものと

し、個人の資格で職務を遂行する。その選出に当

たっては、委員の配分が地理的に衡平に行われる

こと並びに異なる文明形態及び主要な法体系が代

表されることを考慮に入れる。 

2.委員会の委員は、締約国により指名された者の名

簿の中から秘密投票により選出される。各締約国

は、自国民の中から 1 人を指名することができる。 

3.委員会の委員の最初の選挙は、この条約の効力発

生の日の後 6 箇月を経過した時に行う。国際連合

事務総長は、委員会の委員の選挙の日の遅くとも

3 箇月前までに、締約国に対し、自国が指名する

者の氏名を 2 箇月以内に提出するよう書簡で要請

する。同事務総長は、指名された者のアルファベ

ット順による名簿（これらの者を指名した締約国

名を表示した名簿とする。）を作成し、締約国に

送付する。 

4.委員会の委員の選挙は、国際連合事務総長により

国際連合本部に招集される締約国の会合において

行う。この会合は、締約国の 3 分の 2 をもって定

足数とする。この会合においては、出席し、かつ

投票する締約国の代表によって投じられた票の最

多数で、かつ、過半数の票を得た指名された者を

もって委員会に選出された委員とする。 

5.委員会の委員は、4 年の任期で選出される。ただ

し、最初の選挙において選出された委員のうち 9

人の委員の任期は、2 年で終了するものとし、こ
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れらの 9 人の委員は、最初の選挙の後直ちに、委

員会の委員長によりくじ引で選ばれる。 

6.委員会の 5人の追加的な委員の選挙は、35番目の

批准又は加入の後、2 から 4 までの規定に従って

行う。この時に選出された追加的な委員のうち 2

人の委員の任期は、2 年で終了するものとし、こ

れらの 2 人の委員は、委員会の委員長によりくじ

引で選ばれる。 

7.締約国は、自国の専門家が委員会の委員としての

職務を遂行することができなくなった場合には、

その空席を補充するため、委員会の承認を条件と

して自国民の中から他の専門家を任命する。 

8.委員会の委員は、国際連合総会が委員会の任務の

重要性を考慮して決定する条件に従い、同総会の

承認を得て、国際連合の財源から報酬を受ける。 

9.国際連合事務総長は、委員会がこの条約に定める

任務を効果的に遂行するために必要な職員及び便

益を提供する。 

第 18 条 

1.締約国は、次の場合に、この条約の実施のために

とった立法上、司法上、行政上その他の措置及び

これらの措置によりもたらされた進歩に関する報

告を、委員会による検討のため、国際連合事務総

長に提出することを約束する。 

(a) 当該締約国についてこの条約が効力を生ず

る時から 1 年以内 

(b) その後は少なくとも 4 年ごと、更には委員

会が要請するとき。 

2.報告には、この条約に基づく義務の履行の程度に

影響を及ぼす要因及び障害を記載することができ

る。 

第 19 条 

1.委員会は、手続規則を採択する。 

2.委員会は、役員を 2 年の任期で選出する。 

第 20 条 

1.委員会は、第 18 条の規定により提出される報告

を検討するために原則として毎年 2 週間を超えな

い期間会合する。 

2.委員会の会合は、原則として、国際連合本部又は

委員会が決定する他の適当な場所において開催す

る。 

第 21 条 

1.委員会は、その活動につき経済社会理事会を通じ

て毎年国際連合総会に報告するものとし、また、

締約国から得た報告及び情報の検討に基づく提案

及び一般的な性格を有する勧告を行うことができ

る。これらの提案及び一般的な性格を有する勧告

は、締約国から意見がある場合にはその意見とと

もに、委員会の報告に記載する。 

2.国際連合事務総長は、委員会の報告を、情報用と

して、婦人の地位委員会に送付する。 

第 22 条 

専門機関は、その任務の範囲内にある事項に関す

るこの条約の規定の実施についての検討に際し、代

表を出す権利を有する。委員会は、専門機関に対し、

その任務の範囲内にある事項に関するこの条約の実

施について報告を提出するよう要請することができ

る。 

 

第 6部 

第 23 条 

この条約のいかなる規定も、次のものに含まれる

規定であって男女の平等の達成に一層貢献するもの

に影響を及ぼすものではない。 

(a) 締約国の法令 

(b) 締約国について効力を有する他の国際条約

又は国際協定 

第 24 条 

締約国は、自国においてこの条約の認める権利の

完全な実現を達成するためのすべての必要な措置を

とることを約束する。 

第 25 条 

1.この条約は、すべての国による署名のために開放

しておく。 

2.国際連合事務総長は、この条約の寄託者として指

定される。 

3.この条約は、批准されなければならない。批准書

は、国際連合事務総長に寄託する。 

4.この条約は、すべての国による加入のために開放

しておく。加入は、加入書を国際連合事務総長に

寄託することによって行う。 
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第 26 条 

1.いずれの締約国も、国際連合事務総長にあてた書

面による通告により、いつでもこの条約の改正を

要請することができる。 

2.国際連合総会は、1 の要請に関してとるべき措置

があるときは、その措置を決定する。 

第 27 条 

1.この条約は、20 番目の批准書又は加入書が国際

連合事務総長に寄託された日の後 30 日目の日に

効力を生ずる。 

2.この条約は、20 番目の批准書又は加入書が寄託

された後に批准し又は加入する国については、そ

の批准書又は加入書が寄託された日の後 30 日目

の日に効力を生ずる。 

第 28 条 

1.国際連合事務総長は、批准又は加入の際に行われ

た留保の書面を受領し、かつ、すべての国に送付

する。 

2.この条約の趣旨及び目的と両立しない留保は、認

められない。 

3.留保は、国際連合事務総長にあてた通告によりい

つでも撤回することができるものとし、同事務総

長は、その撤回をすべての国に通報する。このよ

うにして通報された通告は、受領された日に効力

を生ずる。 

第 29 条 

1.この条約の解釈又は適用に関する締約国間の紛争

で交渉によって解決されないものは、いずれかの

紛争当事国の要請により、仲裁に付される。仲裁

の要請の日から 6 箇月以内に仲裁の組織について

紛争当事国が合意に達しない場合には、いずれの

紛争当事国も、国際司法裁判所規程に従って国際

司法裁判所に紛争を付託することができる。 

2.各締約国は、この条約の署名若しくは批准又はこ

の条約への加入の際に、1 の規定に拘束されない

旨を宣言することができる。他の締約国は、その

ような留保を付した締約国との関係において 1 の

規定に拘束されない。 

3.2 の規定に基づいて留保を付した締約国は、国際

連合事務総長にあてた通告により、いつでもその

留保を撤回することができる。 

第 30 条 

この条約は、アラビア語、中国語、英語、フラン

ス語、ロシア語及びスペイン語をひとしく正文とし、

国際連合事務総長に寄託する。 

 

以上の証拠として、下名は、正当に委任を受けて

この条約に署名した。 
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９．男女共同参画社会基本法 

改正 平成十一年七月十六日法律第百二号 

 同十一年十二月二十二日同第百六十号 

 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条―第十二条） 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関す

る基本的施策（第十三条―第二十条） 

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二

十八条） 

附則 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法

の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた

様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつ

つ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必

要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化

等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応してい

く上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任

も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能

力を十分に発揮することができる男女共同参画社会

の実現は、緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の

実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課

題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図

っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本

理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かっ

て国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の

形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するた

め、この法律を制定する。 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、

社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある

社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共

同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並び

に国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにす

るとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の基本となる事項を定めることにより、

男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推

進することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の

対等な構成員として、自らの意思によって社

会のあらゆる分野における活動に参画する機

会が確保され、もって男女が均等に政治的、

経済的、社会的及び文化的利益を享受するこ

とができ、かつ、共に責任を担うべき社会を

形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係

る男女間の格差を改善するため必要な範囲内

において、男女のいずれか一方に対し、当該

機会を積極的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人と

しての尊厳が重んぜられること、男女が性別によ

る差別的取扱いを受けないこと、男女が個人とし

て能力を発揮する機会が確保されることその他の

男女の人権が尊重されることを旨として、行われ

なければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社

会における制度又は慣行が、性別による固定的な

役割分担等を反映して、男女の社会における活動

の選択に対して中立でない影響を及ぼすことによ

り、男女共同参画社会の形成を阻害する要因とな

るおそれがあることにかんがみ、社会における制

度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対

https://www.gender.go.jp/about_danjo/law/kihon/9906kihonhou.html#anc_chapter0
https://www.gender.go.jp/about_danjo/law/kihon/9906kihonhou.html#anc_chapter1
https://www.gender.go.jp/about_danjo/law/kihon/9906kihonhou.html#anc_chapter2
https://www.gender.go.jp/about_danjo/law/kihon/9906kihonhou.html#anc_chapter2
https://www.gender.go.jp/about_danjo/law/kihon/9906kihonhou.html#anc_chapter3
https://www.gender.go.jp/about_danjo/law/kihon/9906kihonhou.html#anc_chapter3
https://www.gender.go.jp/about_danjo/law/kihon/9906kihonhou.html#anc_husoku
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して及ぼす影響をできる限り中立なものとするよ

うに配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会

の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体

における政策又は民間の団体における方針の立案

及び決定に共同して参画する機会が確保されるこ

とを旨として、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成す

る男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の

養育、家族の介護その他の家庭生活における活動

について家族の一員としての役割を円滑に果たし、

かつ、当該活動以外の活動を行うことができるよ

うにすることを旨として、行われなければならな

い。 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会

における取組と密接な関係を有していることにか

んがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調

の下に行われなければならない。 

（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共

同参画社会の形成についての基本理念（以下「基

本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を

含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施

する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男

女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に

準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域

の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務

を有する。 

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の

社会のあらゆる分野において、基本理念にのっと

り、男女共同参画社会の形成に寄与するように努

めなければならない。 

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策を実施するため必要な法制上又は財

政上の措置その他の措置を講じなければならない。 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社

会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策についての報告を提

出しなければならない。 

2 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画

社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らか

にした文書を作成し、これを国会に提出しなけれ

ばならない。 

 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に
関する基本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本

的な計画（以下「男女共同参画基本計画」とい

う。）を定めなければならない。 

2 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項につ

いて定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するために必要な事項 

3 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴

いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議

の決定を求めなければならない。 

4 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定

があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計

画を公表しなければならない。 

5 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更

について準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘

案して、当該都道府県の区域における男女共同参
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画社会の形成の促進に関する施策についての基本

的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」と

いう。）を定めなければならない。 

2 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項

について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的

に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域

における男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策を総合的かつ計画的に推進するため

に必要な事項 

3 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県

男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域

における男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策についての基本的な計画（以下「市町村男女

共同参画計画」という。）を定めるように努めな

ければならない。 

4 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画

計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社

会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定

し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社

会の形成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通

じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう

適切な措置を講じなければならない。 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会

の形成に影響を及ぼすと認められる施策について

の苦情の処理のために必要な措置及び性別による

差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を

阻害する要因によって人権が侵害された場合にお

ける被害者の救済を図るために必要な措置を講じ

なければならない。 

 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女

共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研

究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の策定に必要な調査研究を推進するように

努めるものとする。 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的

協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関

との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に

関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るため

に必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団

体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う

活動を支援するため、情報の提供その他の必要な

措置を講ずるように努めるものとする。 

 

第三章 男女共同参画会議 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下

「会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第

三項に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又

は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社

会の形成の促進に関する基本的な方針、基本

的な政策及び重要事項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、

必要があると認めるときは、内閣総理大臣及

び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の実施状況を監視し、及び

政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼ

す影響を調査し、必要があると認めるときは、

内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を

述べること。 
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（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内を

もって組織する。 

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

2 議長は、会務を総理する。 

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、

内閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見

を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命

する者 

2 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員

の総数の十分の五未満であってはならない。 

3 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一

方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の十

分の四未満であってはならない。 

4 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二

年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

2 前条第一項第二号の議員は、再任されることが

できる。 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するため

に必要があると認めるときは、関係行政機関の長

に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料

の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求

めることができる。 

2 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必

要があると認めるときは、前項に規定する者以外

の者に対しても、必要な協力を依頼することがで

きる。 

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組

織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な

事項は、政令で定める。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律

第七号）は、廃止する。 

（経過措置） 

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審

議会設置法（以下「旧審議会設置法」という。）

第一条の規定により置かれた男女共同参画審議会

は、第二十一条第一項の規定により置かれた審議

会となり、同一性をもって存続するものとする。 

2 この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条

第一項の規定により任命された男女共同参画審議

会の委員である者は、この法律の施行の日に、第

二十三条第一項の規定により、審議会の委員とし

て任命されたものとみなす。この場合において、

その任命されたものとみなされる者の任期は、同

条第二項の規定にかかわらず、同日における旧審

議会設置法第四条第二項の規定により任命された

男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期

間と同一の期間とする。 

3 この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条

第一項の規定により定められた男女共同参画審議

会の会長である者又は同条第三項の規定により指

名された委員である者は、それぞれ、この法律の

施行の日に、第二十四条第一項の規定により審議

会の会長として定められ、又は同条第三項の規定

により審議会の会長の職務を代理する委員として

指名されたものとみなす。 

 

附 則 （平成十一年七月十六日法律第百
二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律

（平成十一年法律第八十八号）の施行の日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

一 略 
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二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第

三項、第二十三条、第二十八条並びに第三十

条の規定 公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次

に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委員

その他の職員である者（任期の定めのない者を除

く。）の任期は、当該会長、委員その他の職員の

任期を定めたそれぞれの法律の規定にかかわらず、

その日に満了する。 

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほ

か、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、

別に法律で定める。 

 

附 則 （平成十一年十二月二十二日法律
第百六十号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、

平成十三年一月六日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。 

（以下略） 
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10．第５次男女共同参画基本計画～抜粋～ 

 

 

第１部 基本的な方針 

はじめに 

政府が「社会のあらゆる分野において、2020 年

までに、指導的地位に女性が占める割合が、少なく

とも 30％程度となるよう期待する」との目標（以

下「「2020 年 30％」目標」という。）を掲げたのは、

今から 17 年前の 2003 年のことであった。その後、

第２次男女共同参画基本計画に「2020 年 30％」目

標が盛り込まれ、官民においてその実現に向けた取

組が進められてきた。しかしながら、第４次男女共

同参画基本計画（以下「４次計画」という。）にも

あるように、この目標は必ずしも社会全体で十分共

有されなかった。また、各種制度・慣行等も男女共

同参画の視点を十分に踏まえたものになっていると

は言い難かった。 

「2020 年 30％」目標については、その水準の到

達に向けて、官民の積極的な取組が行われてきたも

のの、現時点においては、女性の参画が進んでいる

分野もある一方で、政治分野や経済分野など進捗が

遅れている分野もあり、全体として「30％」の水準

に到達しそうとは言えない状況にある。その一方で、

平成 27（2015）年に成立した女性活躍推進法等に

基づく積極的改善措置（ポジティブ・アクション）

の実行や働き方改革等の推進を通じて、女性就業者

数や上場企業の女性役員数が増加し、民間企業の各

役職段階に占める女性の割合が着実に上昇している

など、４次計画の下で、「30％」に向けた道筋をつ

けてきており、指導的地位に就く女性が増える土壌

が形成されてきている。 

我が国における取組の進展が未だ十分でない要因

としては、①政治分野において立候補や議員活動と

家庭生活との両立が困難なこと、人材育成の機会の

不足、候補者や政治家に対するハラスメントが存在

すること等、②経済分野において女性の採用から管

理職・役員へのパイプラインの構築が途上であるこ

と、そして、③社会全体において固定的な性別役割

分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バ

イアス）が存在していること等が考えられると総括

できる。また、国内外でセクシュアルハラスメント

や性暴力など、女性に対する暴力に関する問題の根

深さが改めて浮き彫りになり、これらの問題の根絶

を求める声も高まっている。こうした課題への対応

も含め、男女共同参画社会の実現に向けた取組をよ

り一層加速させることが必要である。 

加えて、令和２（2020）年からの新型コロナウイ

ルス感染症の拡大によって顕在化した配偶者等から

の暴力や性暴力の増加・深刻化の懸念や女性の雇用、

所得への影響等は、男女共同参画の重要性を改めて

認識させることとなった。支援を必要とする女性等

が誰一人取り残されることのないよう、今ほど男女

共同参画の視点が求められている時代もない。 

国際社会に目を向けると、諸外国の推進のスピー

ドは速く、例えば、令和元（2019）年に世界経済フ

ォーラムが公表した「ジェンダー・ギャップ指数

（GGI）」では、我が国は 153 か国中 121 位となって

いる。男女共同参画はそれ自体が最重要課題である

が、グローバル化が進む中、ジェンダー平等への取

組は、世界的な人材獲得や投資を巡る競争の成否を

通じて日本経済の成長力にも関わる。今が、国民一

人一人の幸福（well-being）を高めるとともに、我

が国の経済社会の持続的発展を確保することができ

るか否かの分岐点である。こうした危機感を持って、

男女共同参画に強力に取り組む必要がある。 

男女共同参画社会の実現に向けて取組を進めるこ

とは、「男女」にとどまらず、年齢も、国籍も、性

的指向・性自認（性同一性）に関すること等も含め、

幅広く多様な人々を包摂し、全ての人が幸福を感じ

られる、インクルーシブな社会の実現にもつながる

ものである。第５次男女共同参画基本計画は、以上

のような観点を踏まえ、新しい令和の時代を切り拓

き、また、ポストコロナの「新しい日常」の基盤と

なることを目指して、策定されるものである。 

１ 男女共同参画基本計画の目指すべき社会 

男女共同参画社会基本法は、その前文において、

「日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわ

れ、男女平等の実現に向けた様々な取組が、国際社

会における取組とも連動しつつ、着実に進められて

きたが、なお一層の努力が必要とされている」とし、
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「男女共同参画社会の実現を 21 世紀の我が国社会

を決定する最重要課題と位置付け、社会のあらゆる

分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の推進を図っていくことが重要である」と

している。 

その上で、同法においては、「男女共同参画社会

の形成」を、「男女が、社会の対等な構成員として、

自らの意思によって社会のあらゆる分野における活

動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に

政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受する

ことができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成

すること」（第２条）と定義し、その促進に関する

基本的な計画として、男女共同参画基本計画を定め、

施策の総合的かつ計画的な推進を図ることとしてい

る（第 13 条）。 

第５次男女共同参画基本計画（以下「５次計画」

という。）においては、我が国における経済社会環

境や国際情勢の変化を踏まえ、我が国が主体的に参

画してきたジェンダー平等に係る多国間合意の着実

な履行の観点から、目指すべき社会として改めて以

下の４つを提示し、その実現を通じて、男女共同参

画社会基本法が目指す男女共同参画社会の形成の促

進を図っていく。 

①男女が自らの意思に基づき、個性と能力を十

分に発揮できる、公正で多様性に富んだ、活

力ある持続可能な社会 

②男女の人権が尊重され、尊厳を持って個人が

生きることのできる社会 

③仕事と生活の調和が図られ、男女が共に充実

した職業生活、その他の社会生活、家庭生活

を送ることができる社会 

④あらゆる分野に男女共同参画・女性活躍の視

点を取り込み、SDGs で掲げられている包摂的

かつ持続可能な世界の実現と軌を一にした取

組を行い、国際社会と協調する社会 

こうした目指すべき社会においては、当然のこと

ながら、女性に対する暴力は根絶されている。また、

「昭和の働き方」ともいうべき「男性中心型労働慣

行」から脱却し、女性が健康的に活躍できる社会で

ある。 

２ 社会情勢の現状、予想される環境変化及び課題 

これまで、政府は、国連の「ナイロビ将来戦略勧

告」（平成２（1990）年）で示された国際的な目標

である 30％の目標数値や諸外国の状況を踏まえ、

平成 15（2003）年に「社会のあらゆる分野におい

て、2020 年までに、指導的地位に女性が占める割

合が、少なくとも 30％程度となるよう期待する」

との目標を掲げ取組を進めてきたが、この目標は必

ずしも社会全体で十分共有されなかった。また、各

種制度・慣行等も男女共同参画の視点を十分に踏ま

えたものになっているとは言い難かった。こうした

ことから、第４次男女共同参画基本計画（以下「４

次計画」という。）においては、特に、将来指導的

地位に成長していく人材を着実に増やすなど取組を

進めてきた。 

一方、平成 27（2015）年に国連で決定され、我

が国も賛同した「持続可能な開発のための 2030 ア

ジェンダ」に含まれる持続可能な開発目標（SDGs）

において、2030 年までに、政治、経済、公共分野

でのあらゆるレベルの意思決定において、完全かつ

効果的な女性の参画及び平等なリーダーシップの機

会を確保することが掲げられており、これに沿って

各国で取組が加速されている。こうした国際社会の

スピード感を備えた推進状況と比較すると、我が国

の男女共同参画の推進状況は、政治分野や経済分野

をはじめ非常に遅れたものとなっている。例えば、

世界経済フォーラムが令和元（2019）年に公表した

「ジェンダー・ギャップ指数（GGI）」では、我が国

は 153 か国中 121 位となっている。 

５次計画は、こうした状況とその要因並びに以下

のような社会情勢の現状及び課題に係る認識を踏ま

えた内容とする必要がある。 

（省略） 

（１）新型コロナウイルス感染症拡大と「新たな日

常」への対応 

（２）人口減少社会の本格化と未婚・単独世帯の増

加 

（３）人生 100 年時代の到来と働き方・暮らし方の

変革 

（４）法律・制度の整備と政治分野や経済分野を中

心とした女性の政策・方針決定過程への参画拡

大 

（５）デジタル化社会への対応（Society5.0） 
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（６）国内外で高まる女性に対する暴力根絶への問

題意識 

（７）頻発する大規模災害 

（８）SDGs の達成に向けた世界的な潮流 

３ ５次計画における基本的な視点と取り組むべき

事項等（省略） 

（１）基本的な視点及び取り組むべき事項 

（２）本計画第２部の構成 

 

第２部 政策編 
Ⅰ あらゆる分野における女性の参画拡大 

第１分野 政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

【基本認識】 

〇女性は我が国の人口の 51.3％、有権者の 51.7％

を占めている。政治、経済、社会などあらゆる分

野において、政策・方針決定過程に男女が共に参

画し、女性の活躍が進むことは、急速な少子高齢

化・人口減少の進展、国民の価値観の多様化が進

む中で、様々な視点が確保されることにより、社

会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある持

続可能な社会を生み出すとともに、あらゆる人が

暮らしやすい社会の実現につながる。 

〇政府は、国連の「ナイロビ将来戦略勧告」（平成

２（1990）年）で示された国際的な目標である

30％の目標数値や諸外国の状況を踏まえ、平成

15（2003）年に「社会のあらゆる分野において、

2020 年までに、指導的地位に女性が占める割合

が、少なくとも 30％程度となるよう期待する」

との目標を掲げ取組を進めてきたが、この目標は

必ずしも社会全体で十分共有されず、必要な改革

も進まなかった。このため、４次計画においては、

特に、将来指導的地位に成長していく人材を着実

に増やすなど、30％という水準の実現に向けた道

筋をつけることに取り組んできた。さらに、平成

27（2015）年に成立した女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律（以下「女性活躍推進法」

という。）を令和元（2019）年に改正し、取組を

強化した。また、政治分野においては、議会議員

の選挙において男女の候補者の数ができる限り均

等となることを目指すという基本原則を掲げた、

政治分野における男女共同参画推進法が平成 30

（2018）年に議員立法で成立し、同法に基づき各

主体における取組が始まった。 

〇一方、国際社会においては、平成 27（2015）年

に国連で決定された「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」に含まれる持続可能な開発目

標（SDGs）において、政治、経済、公共分野での

あらゆるレベルの意思決定において、完全かつ効

果的な女性の参画及び平等なリーダーシップの機

会を確保することが掲げられているほか、近年、

Ｇ７、Ｇ20 をはじめ、様々な国際会議や多国間

協議においても意思決定への女性の参画拡大が重

要課題として取り上げられ、首脳級・閣僚級での

様々な国際合意がなされており、諸外国において

女性の参画拡大が急速に進められている。 

〇我が国でも女性の参画拡大が進んできたとはいえ、

諸外国における進展がより速く、我が国の指導的

地位への女性の参画は、衆議院の女性議員比率が

世界 190 か国中 167 位（令和２（2020）年 10 月

現在）であり、また、いわゆる管理職（管理的職

業従事者）に占める女性の割合が、主な先進国で

はおおむね 30％以上となっている一方、我が国

では 14.8％（令和元（2019）年）であるなど、

国際的に見て非常に遅れたものとなっている。現

時点において、女性の参画が進んでいる分野もあ

る一方で、政治分野や経済分野など進捗が遅れて

いる分野もあり、全体として「社会のあらゆる分

野において、2020 年までに、指導的地位に女性

が占める割合が、少なくとも 30％程度となるよ

う期待する」とした水準に到達しそうとは言えな

いものの、それに向けた道筋をつけてきた。政治

分野では、国会議員の候補者に占める女性の割合

が上昇しているなど、政治分野における男女共同

参画推進法に基づく取組が進んできている。経済

分野では、女性就業者数や上場企業の女性役員数

が増加し、民間企業の各役職段階等に占める女性

の割合が着実に上昇している。このように、指導

的地位に就く女性が増える土壌が形成されてきて

おり、今後、女性の参画が進んでいる分野の取組

の共有や、進捗が遅れている分野の課題の分析に

一層取り組み、各分野において女性の参画拡大を

更に進め、キャリア継続や積極的な育成・登用を
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促進するなど、この道筋を一層強化しなければな

らない。 

〇指導的地位への女性の参画を拡大することは、社

会の多様性と活力を高め我が国経済が力強く発展

していく観点や、男女間の実質的な機会の平等を

担保する観点から極めて重要である。社会制度や

慣行が男女のどちらか一方に不利に働くような状

況や、固定的な性別役割分担意識、偏見等及び過

去の差別や経緯に起因して生じた男女の置かれた

社会的状況の格差の解消に取り組まなければなら

ない。国際社会において、2030 年までにジェン

ダー平等の達成を目指していることも踏まえ、

2020 年代の可能な限り早期に指導的地位に占め

る女性の割合が 30％程度となるよう目指して取

組を進める。このため、令和７（2025）年度末ま

でに成果目標を着実に達成するとともに、指導的

地位に占める女性の割合についてモニタリングを

充実させ、これに基づき必要な対応を加速させる

など、取組を強化する。さらに、その水準を通過

点として、男女が社会の対等な構成員として政

策・方針決定過程に共同して参画する機会が確保

され、女性の参画拡大が継続的に進展するよう取

組を進め、指導的地位に占める女性の割合が

30％を超えて更に上昇し、2030 年代には、誰も

が性別を意識することなく活躍でき、指導的地位

にある人々の性別に偏りがないような社会となる

ことを目指す。 

〇各分野の中でも、特に、政治分野における女性の

参画拡大は重要である。民主主義社会では男女が

政治的意思決定過程に積極的に参画し共に責任を

担うとともに、多様な国民の意見が政治や社会の

政策・方針決定に公平・公正かつ的確に反映され、

均等に利益を享受することができなければならな

い。我が国は、例えば、衆議院議員に占める女性

の割合は 9.9％（令和２（2020）年 11月現在）で

あるなど、議会に女性が少ない過少代表の状況で

あるが、政治分野が率先垂範してあるべき姿を示

す必要がある。また、経済分野においても、将来

にわたって多様性に富んだ持続可能な経済社会を

実現するため重要な担い手としての女性の役割を

認識し、女性の活躍の機会を拡大していく必要が

ある。これらを通じて、あらゆる分野での女性の

参画拡大を進めていく。 

＜目標＞＜成果目標＞（省略） 

＜施策の基本的方向と具体的な取組＞（省略） 

１ 政治分野 

２ 司法分野 

３ 行政分野 

４ 経済分野 

５ 専門・技術職、各種団体等 

 

第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕

事と生活の調和 

【基本認識】 

〇就業は生活の経済的基盤であるとともに、自己実

現につながるものである。また、経済的自立は、

暴力等による困難な状況から抜け出す重要な鍵と

もなる。働きたい人が性別に関わりなくその能力

を十分に発揮できることは、個人の幸福（well-

being）の根幹をなすものである。 

〇また、働きたい人全てが生き生きと働くことがで

きる環境づくりは、我が国社会経済にとっても、

ダイバーシティの推進や多様な視点によるイノベ

ーションの促進につながり、その活力の向上の観

点からも極めて重要な意義を持つ。 

〇さらに、国外に目を転じると、グローバルな人材

獲得競争が激化している中で、また ESG 投資の進

展にみられるように企業の男女共同参画の取組が

投資家から注目されている中で、雇用における男

女共同参画の実現は、我が国企業が国内外の人材

や投資家から選ばれるためにも極めて重要なもの

となっている。 

〇女性活躍推進法や働き方改革関連法に基づく企業

の取組、保育の受け皿整備、両立支援等これまで

の官民の積極的な取組により、いわゆる M 字カー

ブ問題は解消に向かっており、第１子出産前後の

就業継続率は５割を超えた。しかしながら、25

歳から 29 歳をピークに女性の正規雇用労働者比

率の低下が見られるほか、依然として、育児や介

護等を理由に就業を希望しながら求職していない

女性は 231 万人（令和元（2019）年）存在する。

また、職業能力は十分に有しているにもかかわら

ず、固定的な性別役割分担意識を背景に、そもそ

も就業を希望していない女性も少なくないものと
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考えられる。こうした女性の潜在能力を十分に活

かせないことは我が国にとって大きな損失である。 

〇このような状況において、女性も男性も働きたい

人全てが、仕事と子育て・介護・社会活動等を含

む生活との二者択一を迫られることなく働き続け、

職業能力開発やキャリア形成の機会を得ながらそ

の能力を十分に発揮することが重要である。この

ため、出産・育児・介護等への対応も含め、多様

で柔軟な働き方等を通じた仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バランス）がますます重要となっ

ている。また、家事・子育て・介護等の多くを女

性が担っている現状を踏まえれば、家事・子育

て・介護等を男女が共に担うべき共通の課題とし、

パートナーである全ての男性が家事・子育て・介

護等に参画できるような環境整備を一層推進する

ことが求められる。男性が育児休業等の取得等に

より子育てを担い、その後も子育てを積極的に行

うことは、当該育児休業等の取得後も含め母親に

よる子育ての孤立化を防ぐ等の効果があるととも

に、職場における働き方・マネジメントの在り方

を見直す契機ともなり、ひいては男女が共に暮ら

しやすい社会づくりに資するものでもある。 

〇性別を理由とする差別的取扱い、職場におけるセ

クシュアルハラスメント、妊娠・出産・育児休

業・介護休業等を理由とする不利益取扱い、妊

娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラス

メント等の根絶及び男女間の賃金格差の解消等、

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の

確保は、働きたい人が性別に関わりなく活躍でき

る社会の実現に不可欠の前提である。また、就職

活動中の学生等に対するセクシュアルハラスメン

トは、就職をしたいという学生の弱みに付け込む

ような行為であり、学生が安心して就職活動に取

り組むことができる環境が損なわれることのない

よう、その防止に向けた取組を行うことは重要な

課題である。 

〇さらに、女性活躍推進法に基づく取組を含む積極

的改善措置（ポジティブ・アクション）の推進等

による、職場における女性の参画拡大、男女間格

差の是正や女性の能力発揮を促進するための支援

も重要である。 

〇パートタイム労働等の非正規雇用は、多様な就業

ニーズに応えるという積極的意義もある一方、男

性に比べ女性の方が雇用者に占める非正規雇用労

働者の割合が高いことが女性の貧困や男女間の待

遇面の格差の一因になっているとの問題もある。

同一企業・団体内における正規雇用労働者と非正

規雇用労働者との間の不合理な待遇差を解消する

など、非正規雇用労働者の待遇改善に取り組むと

ともに、正規雇用労働者への転換に向けた一層の

取組が必要である。 

〇これらの同一価値労働同一賃金に向けた取組など

を通じて女性の経済的自立を図ることが重要であ

る。 

〇また、人生 100 年時代を迎え、多様な働き方をよ

り安心して選択できる環境の整備が必要である。

雇用によらない働き方について、その拡大を踏ま

え、必要な保護が図られることが求められている。 

〇新型コロナウイルス感染症の拡大により、女性の

雇用、所得に特に影響が強く現れており、こうし

た状況の的確な分析に基づき、必要に応じ適切な

対応を行うことが重要である。一方で、感染症の

拡大が契機となり、テレワークの導入やオンライ

ンの活用が進み、多様で柔軟な働き方に関する新

たな可能性ももたらされている。テレワークの活

用を全国的に一層促進することは、ワーク・ライ

フ・バランスの推進や生産性の向上に資するもの

であり、男女共同参画の推進の観点からも重要で

ある。 

〇以上を踏まえ、企業、経済団体、労働者、労働組

合、国、地方公共団体等が連携し、働く場におけ

る男女共同参画及びワーク・ライフ・バランスの

実現に向けた取組を着実に推進する。 

＜成果目標＞（省略） 

＜施策の基本的方向と具体的な取組＞（省略） 

１ ワーク・ライフ・バランス等の実現 

２ 雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の

確保及び各種ハラスメントの防止 

３ 積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の

推進等による女性の参画拡大・男女間格差の是

正 

４ 非正規雇用労働者の待遇改善、正規雇用労働者

への転換の支援 

５ 再就職、起業、雇用によらない働き方等におけ

る支援 



 

 

32 

 

第３分野 地域における男女共同参画の推進 

【基本認識】 

〇我が国は、長期の人口減少過程に入っており、特

に地方部においては、深刻な人口流出や少子高齢

化に直面し、今後とも、人口減少が続いていくと

見込まれる。まち・ひと・しごと創生法に記載さ

れているように、「将来にわたって活力ある日本

社会を維持していくためには、国民一人一人が夢

や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して

営むことができる地域社会の形成、地域社会を担

う個性豊かで多様な人材の確保及び地域における

魅力ある多様な就業の機会の創出を一体的に推進

すること（以下「まち・ひと・しごと創生」とい

う。）が重要」（第１条）である。 

〇近年、若い女性の大都市圏への転入超過が増大し

ており、また、地方の都市部に周辺の地域から人

口が流入する状況もみられる。安心して暮らすた

めに十分な所得とやりがいが得られる仕事ができ、

家族を形成しやすく、暮らしやすい、女性にとっ

て魅力的な地域を作っていかなければ、持続可能

な地域社会の発展は望めない。 

〇地方出身の若い女性が東京で暮らし始めた目的や

理由として、進学や就職だけでなく、「地元や親

元を離れたかったから」といったことが挙げられ

ている。その背景として、固定的な性別役割分担

意識や性差に関する偏見、無意識の思い込み（ア

ンコンシャス・バイアス）が根強く存在しており

女性の居場所と出番を奪っていることや、地方の

企業経営者や管理職等の理解が足りず女性にとっ

てやりがいが感じられず働きにくい環境であるこ

と、女性も男性も問題意識を持ちながらも具体的

な行動変容に至っていないことなどが考えられる。 

〇一方、これまで地方との関わりが少なかった都市

部の人が地方の価値や魅力を再認識し、都市と地

方を往来したり、地方に定住したりするなど、

「田園回帰」の動きも見られ、移住や定住、地域

おこし協力隊などで地方と関わる都市部の女性は

増加している。また、新型コロナウイルス感染症

の影響により特に東京圏に住む人の地方移住への

関心が高まっているとともに、テレワークの導入

やオンラインの活用が進み、地方の女性の働き方

に関する新たな可能性ももたらされている。こう

した意識や行動の変化を踏まえ、地方との関わり

を希望する女性の積極的な受入れや地方の女性の

多様で柔軟な働き方を支えるための環境整備が重

要である。 

〇地域経済を支えている中小企業・小規模事業者は、

生産年齢人口が減少していく中で人手不足に直面

している。地域における男女共同参画・女性活躍

の推進は、優秀な人材の確保・定着につながり、

地域経済の持続的な発展にとって不可欠である。 

〇また、就農人口が減少する中で、都市部への女性

の流出が続いているとともに、基幹的農業従事者

に占める女性の割合は低下傾向にある。これまで

も女性が新たな発想と取組で農林水産業分野の活

性化に取り組んできた。農林水産業の持続性を確

保するためには、女性の活躍に向けた支援が欠か

せない。 

〇地域活動については、都市部・地方部を問わず、

担い手の確保や高齢化が課題となっている。また、

地域の多様化する課題・ニーズに対応していくた

めには、様々な視点から課題解決ができる多様な

人材の確保が必要である。そうした観点から、地

域活動の担い手が、性別や年齢等で多様であるこ

と、また、性別や年齢等により役割が固定化され

ることがないことが重要である。 

〇このため、地方公共団体、地域社会、経済界や労

働界、農林水産団体、女性団体等と密に連携して、

地域に根強い固定的な性別役割分担意識等を解消

し、地域づくりやまちづくり、働く場など、様々

な場面において、女性の意見を取り入れ、反映す

るとともに、意思決定過程への女性の参画を促進

する。これらを通じ、公正で多様性に富んだ活力

ある地域社会を構築していく。 

＜成果目標＞（省略） 

＜施策の基本的方向と具体的な取組＞（省略） 

１ 地方創生のために重要な女性の活躍推進 

２ 農林水産業における男女共同参画の推進 

３ 地域活動における男女共同参画の推進 

 

第４分野 科学技術・学術における男女共同参画の

推進 
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【基本認識】 

〇科学技術・学術は、我が国及び人類社会の将来に

わたる持続可能な発展のための基盤である。近年

活発になっている IoTやビッグデータ、AI等の最

先端の技術開発及びその技術を活用した製品やサ

ービス提供等においても、男女が共に参画し、そ

の恩恵を享受できることが重要である。 

〇また、男性の視点で行われてきた研究や開発プロ

セスを経た研究成果は、女性には必ずしも当ては

まらず、社会に悪影響を及ぼす場合もある。体格

や身体の構造と機能の違い、加齢に伴う変化など、

性差等を考慮した研究・技術開発が求められる。

これはイノベーションの創出にもつながる。その

ためには、多様な視点や発想を取り入れていくこ

とが必要であり、差別的取扱いを受けることなく

女性研究者・技術者がその能力を最大限に発揮で

きるような環境を整備することが求められる。 

〇現在、研究職・技術職に占める女性の割合は増加

傾向にあるものの、日本は 16.6％と諸外国と比

較して低水準にとどまっている。研究者の前段階

となる大学・大学院生における専攻分野別の女性

比率を比較すると、理工系学部が低い。研究職・

技術職は、職業人としての専門性を身に付けキャ

リアアップにつながる職種であり、女性の更なる

参画拡大が望まれる。そのためには、分野ごと、

地域ごとの課題を精査し、実効性のある対策実施

を促進する必要がある。 

〇女性研究者・技術者の裾野を広げると同時に、意

思決定を行う理事長・学長・研究所所長等の経営

層や現場のトップ、研究現場を主導する上位職へ

の女性登用推進に向けた大学、研究機関、学術団

体、企業等への積極的改善措置（ポジティブ・ア

クション）の取組支援が必要である。 

〇女性研究者・技術者が研究活動を継続でき、長期

的に最前線で活躍できるよう、男女双方に対する

研究等と育児・介護等の両立支援や、研究・技術

力の維持・向上に対する支援など、環境整備は不

可欠である。 

〇計画的・長期的に研究職・技術職に進む女性を増

やすべく、女子中高生、保護者、教員等における

科学技術系の進路への興味関心や理解を全国的に

向上させるための取組により女性の理工系進路選

択を促進し、次代を担う女性の科学技術人材を育

成することも重要である。 

＜成果目標＞（省略） 

＜施策の基本的方向と具体的な取組＞（省略） 

１ 科学技術・学術分野における女性の参画拡大 

２ 男女共同参画と性差の視点を踏まえた研究の促

進 

３ 男女の研究者・技術者が共に働き続けやすい研

究環境の整備 

４ 女子学生・生徒の理工系分野の選択促進及び理

工系人材の育成 

 

Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現 

第５分野 女性に対するあらゆる暴力の根絶 

【基本認識】 

〇女性に対する暴力は、犯罪となる行為をも含む重

大な人権侵害である。その予防と被害からの回復

のための取組を推進し、暴力の根絶を図ることは、

男女共同参画社会を形成していく上で克服すべき

重要な課題であり、国としての責務である。性犯

罪・性暴力、配偶者等からの暴力、ストーカー行

為、職場等におけるハラスメントは引き続き深刻

であり、的確に対応する。 

〇暴力は、自己肯定感や自尊感情を失わせるなど、

心への影響も大きいものであり、その後の人生に

大きな支障を来たし、貧困や様々な困難にもつな

がることもある深刻な問題である。暴力の背景に

は、社会における男女が置かれた状況の違いや根

深い偏見等が存在しており、女性に対する暴力根

絶には、社会における男女間の格差是正及び意識

改革が欠かせない。 

〇被害者が子供、高齢者、障害者、外国人等である

場合は、その背景事情にも十分に配慮する必要が

ある。また、上司・部下、教員・生徒等立場を利

用した支配が暴力の背景にある場合には、加害者

との関係から被害を訴えにくい場合がある。被害

者支援に当たっては、暴力の形態や被害者の属性

等に応じてきめ細かく対応する視点が不可欠であ

る。 

〇さらに、情報通信技術（ICT）の進化や SNS など

の新たなコミュニケーションツールの広がりに伴
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い、女性に対する暴力の被害は一層多様化してお

り、新たな形の暴力に対し、迅速かつ的確に対応

していく必要がある。 

〇女性に対する暴力を根絶するため、暴力の加害者、

被害者、傍観者とならないための幼児期からの教

育をはじめとした暴力を容認しない社会環境の整

備等、暴力の根絶のための基盤づくりの強化を図

る。 

〇関連法令について、近年の改正内容を含め、その

周知を徹底するとともに、加害者処罰など厳正な

執行を通じて、暴力を決して許さないという強い

メッセージを社会に発信する。 

〇暴力の被害者に対しては、相談から保護・自立支

援、自立後の継続的支援にいたるまで、行政と民

間団体とが連携し、時代とともに多様化する女性

が抱える困難への対応とも連携しながら、専門的

な支援を早期から切れ目なく、包括的に提供する

必要がある。 

〇新型コロナウイルス感染症に伴い、家庭内の暴力

の増加や深刻化が懸念され、精神的暴力を含め配

偶者等からの暴力に関する相談件数が増加したこ

とや、SNS やメールなどの多様な相談手段へのニ

ーズの高まりも踏まえ、こうした非常時にも機能

する相談手法も含めた相談支援体制の充実を図る

とともに、家庭に居場所のない被害者等が安心で

きる居場所づくりを進めることが重要である。 

〇国際的な合意文書においては、ジェンダーに基づ

く暴力（Gender-Based Violence）という表現が

使用されており、性別に起因する暴力の多様な被

害者に対する支援の充実や相談に対応できる体制

整備が必要である。 

＜成果目標＞（省略） 

＜施策の基本的方向と具体的な取組＞（省略） 

１ 女性に対するあらゆる暴力の予防と根絶のため

の基盤づくり 

２ 性犯罪・性暴力への対策の推進 

３ 子供、若年層に対する性的な暴力の根絶に向け

た対策の推進 

４ 配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等

の推進 

５ ストーカー事案への対策の推進 

６ セクシュアルハラスメント防止対策の推進 

７ 人身取引対策の推進 

８ インターネット上の女性に対する暴力等への対

応 

９ 売買春への対策の推進 

 

第６分野 男女共同参画の視点に立った貧困等生活

上の困難に対する支援と多様性を尊重する環境の

整備 

【基本認識】 

〇憲法第 25 条では「すべて国民は、健康で文化的

な最低限度の生活を営む権利を有する」とされて

いる。女性は、経済社会における男女が置かれた

状況の違い等を背景として、貧困等生活上の困難

に陥りやすい。また、ひとり親世帯の相対的貧困

率は 48.1％（平成 30（2018）年）であり、

OECD35 か国中 34 位となっている。 

〇とりわけ女性の貧困は、ひとり親をはじめ子育て

世帯においては子が成人した後も続くことや、不

安定な就業を継続せざるを得ない単身女性、高齢

女性も含め、全ての年代の女性に生じ得ることに

留意する必要がある。 

〇セーフティネットの機能として、このような貧困

等生活上の困難に対する多様な支援を行うととも

に、その支援が届きやすくなるよう改善に努める

ことが必要である。また、貧困等を防止するため

の取組も重要である。さらに、家族の介護等を行

っているいわゆるヤングケアラーの問題にも取り

組む必要がある。 

〇新型コロナウイルスによる感染症の拡大は、社会

的に弱い立場にある者に、より深刻な影響をもた

らしている。また、平時の固定的な性別役割分担

意識を反映したジェンダーに起因する諸課題が一

層顕在化し、必要な支援も明らかになってきてい

る。こうした経験を踏まえ、平時のみならず、非

常時・緊急時にも機能するセーフティネットの整

備を図る必要がある。 

〇女性の貧困等を解消し、その影響を断ち切るため

には、子供の貧困対策のみならず、個人の置かれ

た状況に寄り添った切れ目のない支援が必要であ

る。 
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〇65 歳以上の一人暮らしは男女ともに増加傾向に

あり、平成 27（2015）年には男性約 192万人、女

性約 400 万人となっている。高齢単身女性の貧困

については、高齢期に達するまでの働き方、家族

形態等の影響が大きく、また、新型コロナウイル

スや就職氷河期など深刻な事象の影響や、長年に

わたって様々な分野における男女格差が継続して

いる社会経済状況の影響が凝縮され固定化されて

現れていることに留意した取組が必要である。 

〇また、高齢女性の就業が増えていることや、女性

に対するハラスメントの問題などに留意するとと

もに、女性が長期的な展望に立って働けるように

するために、出産・育児・介護等に対応した多様

で柔軟な働き方を選択できるようにすることも必

要である。 

〇性的指向・性自認（性同一性）に関すること、障

害があること、外国人やルーツが外国であること、

アイヌの人々であること、同和問題（部落差別）

に関すること等を理由とした社会的困難を抱えて

いる場合、固定的な性別役割分担意識や性差に関

する偏見を背景に、更に複合的な困難を抱えるこ

とがある。このため、上記のような様々な属性の

人々についての正しい理解を広め、社会全体が多

様性を尊重する環境づくりを進めることが必要で

ある。多様な属性の人々の人権が尊重される社会

を作ることは、それ自体が極めて重要なことであ

り、その結果として女性が複合的な困難を抱える

リスクが減ることにつながる。 

〇このため、男女共同参画の視点に立ち、多様な困

難を抱える全ての女性等に対するきめ細かな支援

を行うことにより、女性が安心して暮らせるため

の環境整備を進める。 

＜成果目標＞（省略） 

＜施策の基本的方向と具体的な取組＞（省略） 

１ 貧困等生活上の困難に直面する女性等への支援 

２ 高齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる

環境の整備 

 

第７分野 生涯を通じた健康支援 

【基本認識】 

〇男女が互いの身体的性差を十分に理解し合い、人

権を尊重しつつ、相手に対する思いやりを持って

生きていくことは、男女共同参画社会の形成に当

たっての大前提である。 

〇心身及びその健康について、主体的に行動し、正

確な知識・情報を入手することは、健康を享受で

きるようにしていくために必要である。特に、女

性の心身の状態は、年代によって大きく変化する

という特性があり、「リプロダクティブ・ヘルス

／ライツ」（性と生殖に関する健康と権利）の視

点が殊に重要である。 

〇心身の健康は暴力や貧困などの社会的要因によっ

て大きく影響を受ける面があるため、健康課題解

決には、背景となる社会課題の解決が求められる。

健康の社会的決定要因とその影響が男女で異なる

ことなどに鑑み、性差に応じた的確な保健・医療

を受けることが必要である。 

〇さらに、乳幼児・小児期からの生活習慣や虐待等

不適切養育などの社会的要因が、成人後の生活習

慣、社会的孤立、精神疾患等の原因になりやすい

こと、また男性においては、健康を害する生活習

慣や自殺やひきこもりの割合が女性に比べて多い

ことが指摘されている。 

〇近年は、女性の就業等の増加、生涯出産数の減少

による月経回数の増加、晩婚化等による初産年齢

の上昇、平均寿命の伸長など様々な要因により女

性の健康を脅かす疾病構造が変化している。 

〇加えて成育医療の視点から、学童・思春期からの

健康教育を充実させると共に、全ての女性やカッ

プルが自分たちの生活や健康に向き合えるような

支援が必要である。 

〇不妊治療を希望する男女が増えており、経済的負

担の軽減や、仕事との両立支援が求められている。 

〇更年期の女性は、職場や社会において多くの役割

を担う年代であり、その活躍は地域及び社会経済

にとって重要である。更年期障害の程度や症状は

個人差が大きいが、症状が重い場合であっても、

就労継続やキャリア向上が妨げられないよう、更

年期に関する理解や治療の普及を促進することが

求められる。加えて、人生 100 年時代を見据え、

更なる活躍や健康寿命の延伸のために、治療方法

に関する周知も含め、更年期前後からの健康支援

が重要である。 
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〇これらのことから、国民のヘルスリテラシー（健

康について最低限知っておくべき知識）を向上さ

せるとともに、年代ごとの課題や、健康を阻害す

る社会的要因への対応も含め近年の女性の健康に

関わる問題変化に応じた支援が必要となってくる。 

〇また、生涯にわたる女性の健康づくりを支援する

には、女性特有の疾患に専門的に対応する医師を

育成・増加させることも必要である。 

〇女性の就業率の高まりを踏まえ、職域における女

性労働者の健康支援の取組を強化するために、産

業医・産業保健スタッフに対して、女性の健康支

援に関する研修の実施等必要な支援をすべきであ

る。 

〇女性医師は、当事者としての立場からも、女性特

有の健康課題に気付きやすいことから、女性の包

括的健康支援を発展させるためには、医学・医療

分野の意思決定に携わる女性医師を増やす必要が

ある。医師の働き方改革を進めるとともに、医療

機関や関係団体の組織の多様化を図り、政策・方

針決定過程への女性の参画拡大を働きかける。 

〇スポーツ分野においては、生涯を見通した健康な

体づくりを推進するため、男性に比べて女性の運

動・スポーツ習慣者が低いことに鑑み、女性のス

ポーツ参加を促す取組が必要である。 

〇また、女性競技者が女性特有の課題に悩むことな

く、健康で活躍できる環境を整備するとともに、

引退後も活躍できるような支援が必要である。 

〇新型コロナウイルス感染症に対して不安を抱える

妊産婦が安心して出産や育児をできるよう、助産

師、保健師等による寄り添った支援を行うことが

重要である。 

〇これらの観点から、男女が互いの性差に応じた健

康について理解を深めつつ、男女の健康を生涯に

わたり包括的に支援するための取組や、男女の性

差に応じた健康を支援するための取組を総合的に

推進する。 

＜成果目標＞（省略） 

＜施策の基本的方向と具体的な取組＞（省略） 

１ 生涯にわたる男女の健康の包括的な支援 

２ 医療分野における女性の参画拡大 

３ スポーツ分野における男女共同参画の推進 

 

第８分野 防災・復興、環境問題における男女共同

参画の推進 

【基本認識】 

〇災害は、地震、津波、風水害等の自然現象（自然

要因）とそれを受け止める側の社会の在り方（社

会要因）により、その被害の大きさが決まってく

ると考えられている。被害を小さくするためには、

社会要因による災害時の困難を最小限にする取組

が重要である。 

〇大規模災害の発生は、全ての人の生活を脅かすが、

とりわけ、女性や子供、脆弱な状況にある人々が

より多くの影響を受けることが指摘されている。

人口の 51.3％は女性であり、女性と男性が災害

から受ける影響の違いなどに十分に配慮された男

女共同参画の視点からの災害対応が行われること

が、防災・減災、災害に強い社会の実現にとって

必須である。非常時には、平常時における固定的

な性別役割分担意識を反映して、増大する家事・

育児・介護等の女性への集中や、配偶者等からの

暴力や性被害・性暴力が生じるといったジェンダ

ー課題が拡大・強化される。 

〇したがって、平常時からあらゆる施策の中に、男

女共同参画の視点を含めることが肝要であるとと

もに、非常時において、女性に負担が集中したり、

困難が深刻化したりしないような配慮が求められ

る。 

〇しかしながら、東日本大震災以降も様々な自然災

害が起こっており、また、今後、南海トラフ地震

や首都直下地震等の大規模災害の発生が想定され

る中で、いまだ、男女共同参画の視点からの防

災・復興の取組が十分に浸透しているとは言い難

い状況である。 

〇「防災基本計画」、「避難所運営ガイドライン」、

「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参

画の視点からの防災・復興ガイドライン～」等に

基づき、様々な取組が進められてきた。また、第

３回国連防災世界会議で採択された「仙台防災枠

組 2015-2030」において、災害リスク削減を基本

理念とし、女性のリーダーシップを促進すること

や女性の参画・能力開発が打ち出されている。 

〇新型コロナウイルス感染症の拡大により、避難所

運営等における感染症対策の取組が行われている
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ところ、こうした取組にも男女共同参画の視点が

反映されることが重要である。 

〇このため、国の災害対応において男女共同参画の

視点を取り入れた取組を進める。また、地方公共

団体が、平常時の備え、初動段階、避難生活、復

旧・復興の各段階において、若年層を含め女性が

主体的な担い手であるという認識を国内外で共有

し、男女共同参画の視点を取り入れた取組が国内

で進められるように国として支援を行う。 

〇あわせて、気候変動による気象災害リスク増加の

可能性が指摘されており、今や気候変動という要

素を防災に取り入れることが必然となっている。

気候変動問題等の自然環境や社会環境・生活環境

に係る環境問題の取組に当たっては、男女共同参

画の視点が反映されることが重要である。 

＜成果目標＞（省略） 

＜施策の基本的方向と具体的な取組＞（省略） 

１ 国の防災・復興行政への男女共同参画の視点の

強化 

２ 地方公共団体の取組促進 

３ 国際的な防災協力における男女共同参画 

４ 男女共同参画の視点に立った気候変動問題等の

環境問題の取組の推進 

 

Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤
の整備 

第９分野 男女共同参画の視点に立った各種制度等

の整備 

【基本認識】 

〇男女共同参画社会の形成のためには、社会制度や

慣行が、実質的に男女にどのような影響を与える

のか常に検討されなければならない。社会制度や

慣行は、それぞれの目的や経緯を持って作られて

きたものではあるが、男女共同参画の視点から見

ると、明示的に性別による区別を設けていなくて

も、固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏

見等を反映して、結果的に男女に中立に機能しな

い場合がある。 

〇社会における活動や個人の生き方が多様化する中

で、男女が自らの意思によって社会のあらゆる分

野における活動に参画する機会が確保されるため

には、ワーク・ライフ・バランスや働き方改革、

多様性の確保、公正な処遇といった男女双方を対

象にした取組の推進を通じて、男女の社会におけ

る活動の選択に対して及ぼす影響が中立的な制

度・慣行を構築することが不可欠である。このた

め、男女共同参画社会の実現に向けて、税制や社

会保障制度をはじめとする社会制度の全般につい

て、経済社会情勢を踏まえて不断に見直す必要が

ある。 

〇一人一人の個人がその時々の事情に応じた多様な

働き方を選択でき、誰もがその能力を思う存分発

揮できる社会の実現に向け、政府の施策が男女共

同参画社会の形成に及ぼす影響等に関する調査研

究を進める。 

〇新型コロナウイルスによる感染症の拡大によって

顕在化した課題を踏まえ、各種給付金等様々な施

策の効果が必要な個人に確実に届くように、男女

共同参画の視点に立ち、各種制度等の見直しを強

力に進める。 

〇特に、各種制度において給付と負担が世帯単位か

ら個人単位になるよう、マイナンバーも活用しつ

つ、見直しの検討を進める。 

〇また、男女の多様な選択を可能とする育児・介護

の支援基盤の整備を推進する。 

〇加えて、性別による差別的取扱いを受けず個人と

して能力を発揮する機会が確保されること、性別

による差別的取扱いによって人権が侵害された場

合に適切な救済を得られることが重要である。 

＜成果目標＞（省略） 

＜施策の具体的方向と具体的な取組＞（省略） 

１ 男女共同参画の視点に立った各種制度等の見直

し 

２ 男女の人権尊重の理念と法律・制度の理解促進

及び救済・相談の充実 

 

第 10 分野 教育・メディア等を通じた男女双方の

意識改革、理解の促進 

【基本認識】 

〇女性も男性も、持続可能な働き方を実践するとと

もに仕事以外に個人としての多様な活動に参加し

役割を持つことが、生涯にわたり豊かな人生をも

たらすと考えられる。そのため、女性と男性が共
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に働き方・暮らし方の変革を進めていくことが求

められている。 

〇男女共同参画を推進する様々な取組が進められて

おり、法制度の整備も進んできたものの、依然と

して社会全体が変わるまでには至っていない。

「令和元年男女共同参画社会に関する世論調査」

によれば、社会全体における男女の地位の平等感

について、「男性の方が優遇されている」と回答

した者の割合は 74.1％である一方、「平等」と回

答した者の割合は 21.2％に過ぎない。背景には、

働き方・暮らし方の根底に、長年にわたり人々の

中に形成された固定的な性別役割分担意識や性差

に関する偏見・固定観念、無意識の思い込み（ア

ンコンシャス・バイアス）があることが挙げられ

る。 

〇このような意識や固定観念は、往々にして幼少の

頃から長年にわたり形成されてきており、女性と

男性のいずれにも存在する。国民の意識が変わり

固定観念にとらわれなくなることで、女性も男性

も一人一人が、お互いを尊重しながら、長い人生

の中で主体的で多様な選択をでき、自分らしく生

きられることにつながる。男性にとっては、主た

る稼ぎ手であるべきという固定観念にとらわれず

に、家庭や地域などの生活の場に積極的に関わる

ことができると考えられる。 

〇したがって、男女共同参画の推進に係る他の全て

の取組の基盤として、また、様々な取組の実効性

を高めていく観点から、子供をはじめ様々な世代

で固定的な性別役割分担意識等を植え付けず、ま

た、押し付けない取組、そして、男女双方の意識

を変えていく取組が極めて重要である。あわせて、

社会全体の機運を醸成していくことも欠かせない。 

〇家庭、地域、職場、学校、メディアなどのあらゆ

る場を通じて、幼児から高齢者に至る幅広い層を

対象に、男女共同参画を親しみやすく分かりやす

いものとすることが重要である。また、子供に関

する取組を行うに当たっては子供の最善の利益に

配慮する必要がある。 

〇以上を踏まえ、地方公共団体や関係機関・団体と

連携し、人権に配慮し、固定的な性別役割分担意

識や性差に関する偏見の解消、固定観念を打破す

るとともに、無意識の思い込み（アンコンシャ

ス・バイアス）による悪影響が生じないよう、男

女双方の意識改革と理解の促進を図る。また、

人々の意識形成に大きな影響力をもつ学校教育及

びメディアの分野における政策・方針決定過程へ

の女性の参画を促進する。 

＜成果目標＞（省略） 

＜施策の基本的方向と具体的な取組＞（省略） 

１ 男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする

教育・学習の充実 

２ 学校教育の分野における政策・方針決定過程へ

の女性の参画拡大 

３ 国民的広がりを持って地域に浸透する広報活動

の展開 

４ メディア分野等と連携した積極的な情報発信 

５ メディア分野等における政策・方針決定過程へ

の女性の参画拡大及びセクシュアルハラスメン

ト対策の強化 

 

第 11 分野 男女共同参画に関する国際的な協調及

び貢献 

【基本認識】 

〇男女共同参画社会基本法第７条では、我が国の男

女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行わ

なければならないとされている。国際社会におけ

るジェンダー平等と女性・女児のエンパワーメン

トの進展を真剣に受け止め、国際規範・基準や国

際合意等を国内施策に適切に反映していくととも

に、国際的な取組に貢献していく必要がある。 

〇平成 27（2015）年９月に国連で採択された「持

続可能な開発のための 2030 アジェンダ」では、

「ジェンダー平等の実現と女性・女児の能力強化

は、すべての目標とターゲットにおける進展にお

いて死活的に重要な貢献をするものである」とさ

れている。これらの重みを十分に認識し、施策を

強力に推進するための体制（国内本部機構）の機

能の充実・強化を図り、政府が行うあらゆる取組

において常にジェンダー平等及びジェンダーの視

点を確保し施策に反映していく（ジェンダー主流

化）。 
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〇女子差別撤廃委員会や国連女性の地位委員会等に

おける意見や議論を踏まえ、女子差別撤廃条約を

積極的に遵守し、北京宣言・行動綱領に沿った取

組を進める。 

〇近年、Ｇ７やＧ20、APEC、OECD といった国際会

議や多国間協議において、ジェンダー平等と女

性・女児のエンパワーメントが主要議題の一つと

して取り上げられ、首脳級・閣僚級での様々な国

際合意がなされている。こうした合意を確実に実

施するとともに、今後とも、国際的な議論や取組

に積極的に貢献していく。 

〇政府開発援助（ODA）におけるジェンダー主流化

の推進、国連安保理決議第 1325 号等を踏まえた

取組や紛争下の性的暴力への対応により、女性・

女児のエンパワーメントやジェンダーの視点から

の国際社会の平和と安定及び繁栄の確保に貢献し

ていく。 

〇国際機関等における国際的な政策・方針決定過程

への女性の積極的な参画を促進する。 

〇上記の取組を実施する際には、国際的な議論や関

連する政府の取組について国民の理解を深めるた

めの情報提供を行うとともに、国連を含む各種国

際機関、地方公共団体、民間部門、若者層を含め

た市民社会等、全てのステークホルダーとの連

携・協力・対話を行う。 

＜成果目標＞（省略） 

＜施策の基本的方向と具体的な取組＞（省略） 

１ 持続可能な開発目標（SDGs）や女子差別撤廃委

員会など国連機関等との協調 

２ Ｇ７、Ｇ20、APEC、OECD における各種合意等

への対応 

３ ジェンダー平等と女性・女児のエンパワーメン

トに関する国際的なリーダーシップの発揮 

 

Ⅳ 推進体制の整備・強化 

【基本認識】 

〇男女共同参画社会の実現に向けた取組を一段と加

速するためには、広範かつ多岐にわたる取組を国、

地域及び民間が連携して推進するとともに、あら

ゆる分野において男女共同参画・女性活躍の視点

を確保し施策に反映することが重要である。 

〇また、男女共同参画の推進に当たっては、状況や

課題を適切に把握するための男女別データの利活

用の促進と、当該データを男女共同参画の視点に

立った政策の企画立案・実施につなげることが重

要であり、そのための人材を育成することも重要

である。 

〇このため、国内の推進体制（国内本部機構。以下

同じ。）の充実・強化を図り、特に、監視・影響

調査等の機能を十分に活用して実効性を高める。

また、広く各界各層から成る男女共同参画推進連

携会議の場を活用し、国民的な取組を推進する。

さらに、仕事と生活の調和等の課題に関して、経

済団体や労働団体等と連携し、国民の気運を高め

る等の取組を推進する。 

〇さらに、男女共同参画社会の実現のためには、国

民の暮らしに身近な地域における取組が極めて重

要である。このため地方公共団体が、男女共同参

画センターをはじめ地域の関係機関・団体ととも

に、それぞれの機能を十分に発揮しながら緊密に

連携し、地域における男女共同参画・女性活躍を

進めるよう、支援の充実を図る。 

（省略） 

１ 国内の推進体制の充実・強化 

２ 男女共同参画の視点を取り込んだ政策の企画立

案及び実施等の推進 

３ 地方公共団体や民間団体等における取組の強化 

 

  



 

 

40 

11．女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

（女性活躍推進法） 

平成二十七年法律第六十四号 

 

目次 

第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 基本方針等（第五条・第六条） 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針（第七条） 

第二節 一般事業主行動計画等（第八条―第十

八条） 

第三節 特定事業主行動計画（第十九条） 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表

（第二十条・第二十一条） 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進す

るための支援措置（第二十二条―第二十九条） 

第五章 雑則（第三十条―第三十三条） 

第六章 罰則（第三十四条―第三十九条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職

業生活を営み、又は営もうとする女性がその個性

と能力を十分に発揮して職業生活において活躍す

ること（以下「女性の職業生活における活躍」と

いう。）が一層重要となっていることに鑑み、男

女共同参画社会基本法（平成十一年法律第七十八

号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活にお

ける活躍の推進について、その基本原則を定め、

並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明ら

かにするとともに、基本方針及び事業主の行動計

画の策定、女性の職業生活における活躍を推進す

るための支援措置等について定めることにより、

女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に

推進し、もって男女の人権が尊重され、かつ、急

速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化その

他の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力

ある社会を実現することを目的とする。 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職

業生活における活躍に係る男女間の格差の実情を

踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又

は営もうとする女性に対する採用、教育訓練、昇

進、職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に

関する機会の積極的な提供及びその活用を通じ、

かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した

職場における慣行が女性の職業生活における活躍

に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力

が十分に発揮できるようにすることを旨として、

行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生

活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護そ

の他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退

職することが多いことその他の家庭生活に関する

事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構

成する男女が、男女の別を問わず、相互の協力と

社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活

における活動について家族の一員としての役割を

円滑に果たしつつ職業生活における活動を行うた

めに必要な環境の整備等により、男女の職業生活

と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能とな

ることを旨として、行われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たって

は、女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、

本人の意思が尊重されるべきものであることに留

意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性

の職業生活における活躍の推進についての基本原

則（次条及び第五条第一項において「基本原則」

という。）にのっとり、女性の職業生活における

活躍の推進に関して必要な施策を策定し、及びこ

れを実施しなければならない。 
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（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用

し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職

業生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労

働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用

環境の整備その他の女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組を自ら実施するよう努めると

ともに、国又は地方公共団体が実施する女性の職

業生活における活躍の推進に関する施策に協力し

なければならない。 

 

第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業

生活における活躍の推進に関する施策を総合的か

つ一体的に実施するため、女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する基本方針（以下「基本方針」

という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定める

ものとする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る基本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組に関する基本的な

事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するた

めの支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために

必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進

に関する施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生

活における活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議

の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定

があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しな

ければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用

する。 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都

道府県の区域内における女性の職業生活における

活躍の推進に関する施策についての計画（以下こ

の条において「都道府県推進計画」という。）を

定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定め

られているときは、基本方針及び都道府県推進計

画）を勘案して、当該市町村の区域内における女

性の職業生活における活躍の推進に関する施策に

ついての計画（次項において「市町村推進計画」

という。）を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は

市町村推進計画を定め、又は変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。 

 

第三章 事業主行動計画等 
第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣

は、事業主が女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組を総合的かつ効果的に実施すること

ができるよう、基本方針に即して、次条第一項に

規定する一般事業主行動計画及び第十九条第一項

に規定する特定事業主行動計画（次項において

「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関す

る指針（以下「事業主行動計画策定指針」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げ

る事項につき、事業主行動計画の指針となるべき

ものを定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事

項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、

事業主行動計画策定指針を定め、又は変更したと

きは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

第二節 一般事業主行動計画等 

（一般事業主行動計画の策定等） 
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第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下

「一般事業主」という。）であって、常時雇用す

る労働者の数が三百人を超えるものは、事業主行

動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画

（一般事業主が実施する女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以

下同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところ

により、厚生労働大臣に届け出なければならない。

これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事

項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組の内容及びその実施

時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行

動計画を定め、又は変更しようとするときは、厚

生労働省令で定めるところにより、採用した労働

者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年

数の差異、労働時間の状況、管理的地位にある労

働者に占める女性労働者の割合その他のその事業

における女性の職業生活における活躍に関する状

況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進

するために改善すべき事情について分析した上で、

その結果を勘案して、これを定めなければならな

い。この場合において、前項第二号の目標につい

ては、採用する労働者に占める女性労働者の割合、

男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時

間、管理的地位にある労働者に占める女性労働者

の割合その他の数値を用いて定量的に定めなけれ

ばならない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行

動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省

令で定めるところにより、これを労働者に周知さ

せるための措置を講じなければならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行

動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省

令で定めるところにより、これを公表しなければ

ならない。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行

動計画に基づく取組を実施するとともに、一般事

業主行動計画に定められた目標を達成するよう努

めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数

が三百人以下のものは、事業主行動計画策定指針

に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働

省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け

出るよう努めなければならない。これを変更した

ときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一

般事業主行動計画を定め、又は変更しようとする

場合について、第四項から第六項までの規定は前

項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を

定め、又は変更した場合について、それぞれ準用

する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の

規定による届出をした一般事業主からの申請に基

づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該

事業主について、女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組に関し、当該取組の実施の状況

が優良なものであることその他の厚生労働省令で

定める基準に適合するものである旨の認定を行う

ことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認

定一般事業主」という。）は、商品、役務の提供

の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に

用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令で

定めるもの（次項及び第十四条第一項において

「商品等」という。）に厚生労働大臣の定める表

示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商

品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付

してはならない。 

（認定の取消し） 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の

各号のいずれかに該当するときは、第九条の認定

を取り消すことができる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなった

と認めるとき。 
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二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反

したとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたと

き。 

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 

第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの

申請に基づき、厚生労働省令で定めるところによ

り、当該事業主について、女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組に関し、当該事業主の

策定した一般事業主行動計画に基づく取組を実施

し、当該一般事業主行動計画に定められた目標を

達成したこと、雇用の分野における男女の均等な

機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和四十七

年法律第百十三号）第十三条の二に規定する業務

を担当する者及び育児休業、介護休業等育児又は

家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成

三年法律第七十六号）第二十九条に規定する業務

を担当する者を選任していること、当該女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組の実施の

状況が特に優良なものであることその他の厚生労

働省令で定める基準に適合するものである旨の認

定を行うことができる。 

（特例認定一般事業主の特例等） 

第十三条 前条の認定を受けた一般事業主（以下

「特例認定一般事業主」という。）については、

第八条第一項及び第七項の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定める

ところにより、毎年少なくとも一回、女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組の実施の状

況を公表しなければならない。 

（特例認定一般事業主の表示等） 

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労

働大臣の定める表示を付することができる。 

２ 第十条第二項の規定は、前項の表示について準

用する。 

（特例認定一般事業主の認定の取消し） 

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が

次の各号のいずれかに該当するときは、第十二条

の認定を取り消すことができる。 

一 第十一条の規定により第九条の認定を取り

消すとき。 

二 第十二条に規定する基準に適合しなくなっ

たと認めるとき。 

三 第十三条第二項の規定による公表をせず、

又は虚偽の公表をしたとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこ

の法律に基づく命令に違反したとき。 

五 不正の手段により第十二条の認定を受けた

とき。 

（委託募集の特例等） 

第十六条 承認中小事業主団体の構成員である中小

事業主（一般事業主であって、常時雇用する労働

者の数が三百人以下のものをいう。以下この項及

び次項において同じ。）が、当該承認中小事業主

団体をして女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組の実施に関し必要な労働者の募集を行

わせようとする場合において、当該承認中小事業

主団体が当該募集に従事しようとするときは、職

業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号）第三

十六条第一項及び第三項の規定は、当該構成員で

ある中小事業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」

とは、事業協同組合、協同組合連合会その他の特

別の法律により設立された組合若しくはその連合

会であって厚生労働省令で定めるもの又は一般社

団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とす

るもの（厚生労働省令で定める要件に該当するも

のに限る。）のうち、その構成員である中小事業

主に対して女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組を実施するための人材確保に関する相

談及び援助を行うものであって、その申請に基づ

いて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切

に行うための厚生労働省令で定める基準に適合す

る旨の承認を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に

規定する基準に適合しなくなったと認めるときは、

同項の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集

に従事しようとするときは、厚生労働省令で定め

るところにより、募集時期、募集人員、募集地域

その他の労働者の募集に関する事項で厚生労働省

令で定めるものを厚生労働大臣に届け出なければ

ならない。 
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５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規

定による届出があった場合について、同法第五条

の三第一項及び第四項、第五条の四、第三十九条、

第四十一条第二項、第四十二条第一項、第四十二

条の二、第四十八条の三第一項、第四十八条の四、

第五十条第一項及び第二項並びに第五十一条の規

定は前項の規定による届出をして労働者の募集に

従事する者について、同法第四十条の規定は同項

の規定による届出をして労働者の募集に従事する

者に対する報酬の供与について、同法第五十条第

三項及び第四項の規定はこの項において準用する

同条第二項に規定する職権を行う場合について、

それぞれ準用する。この場合において、同法第三

十七条第二項中「労働者の募集を行おうとする者」

とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律第十六条第四項の規定による届出を

して労働者の募集に従事しようとする者」と、同

法第四十一条第二項中「当該労働者の募集の業務

の廃止を命じ、又は期間」とあるのは「期間」と

読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の

三の規定の適用については、同法第三十六条第二

項中「前項の」とあるのは「被用者以外の者をし

て労働者の募集に従事させようとする者がその被

用者以外の者に与えようとする」と、同法第四十

二条の三中「第三十九条に規定する募集受託者」

とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律（平成二十七年法律第六十四号）第

十六条第四項の規定による届出をして労働者の募

集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、

第二項の相談及び援助の実施状況について報告を

求めることができる。 

第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定に

よる届出をして労働者の募集に従事する承認中小

事業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する

調査研究の成果を提供し、かつ、これらに基づき

当該募集の内容又は方法について指導することに

より、当該募集の効果的かつ適切な実施を図るも

のとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規

定により一般事業主行動計画を策定しようとする

一般事業主又はこれらの規定による届出をした一

般事業主に対して、一般事業主行動計画の策定、

労働者への周知若しくは公表又は一般事業主行動

計画に基づく措置が円滑に実施されるように相談

その他の援助の実施に努めるものとする。 

 

第三節 特定事業主行動計画 

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それらの長

又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下「特

定事業主」という。）は、政令で定めるところに

より、事業主行動計画策定指針に即して、特定事

業主行動計画（特定事業主が実施する女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組に関する計

画をいう。以下この条において同じ。）を定めな

ければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事

項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組の内容及びその実施

時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又

は変更しようとするときは、内閣府令で定めると

ころにより、採用した職員に占める女性職員の割

合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、

管理的地位にある職員に占める女性職員の割合そ

の他のその事務及び事業における女性の職業生活

における活躍に関する状況を把握し、女性の職業

生活における活躍を推進するために改善すべき事

情について分析した上で、その結果を勘案して、

これを定めなければならない。この場合において、

前項第二号の目標については、採用する職員に占

める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異

の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある職員

に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定

量的に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又

は変更したときは、遅滞なく、これを職員に周知

させるための措置を講じなければならない。 
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５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又

は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけ

ればならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業

主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表しな

ければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取

組を実施するとともに、特定事業主行動計画に定

められた目標を達成するよう努めなければならな

い。 

 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の

公表） 

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主は、

厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を

営み、又は営もうとする女性の職業選択に資する

よう、その事業における女性の職業生活における

活躍に関する次に掲げる情報を定期的に公表しな

ければならない。 

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労

働者に対する職業生活に関する機会の提供に

関する実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活

との両立に資する雇用環境の整備に関する実

績 

２ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労

働省令で定めるところにより、職業生活を営み、

又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、

その事業における女性の職業生活における活躍に

関する前項各号に掲げる情報の少なくともいずれ

か一方を定期的に公表するよう努めなければなら

ない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の

公表） 

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めるとこ

ろにより、職業生活を営み、又は営もうとする女

性の職業選択に資するよう、その事務及び事業に

おける女性の職業生活における活躍に関する次に

掲げる情報を定期的に公表しなければならない。 

一 その任用し、又は任用しようとする女性に

対する職業生活に関する機会の提供に関する

実績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活と

の両立に資する勤務環境の整備に関する実績 

 

第四章 女性の職業生活における活躍を推
進するための支援措置 

（職業指導等の措置等） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍を

推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、

創業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努め

るものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍

を推進するため、前項の措置と相まって、職業生

活を営み、又は営もうとする女性及びその家族そ

の他の関係者からの相談に応じ、関係機関の紹介

その他の情報の提供、助言その他の必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事

務の一部を、その事務を適切に実施することがで

きるものとして内閣府令で定める基準に適合する

者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者

又は当該事務に従事していた者は、正当な理由な

く、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしては

ならない。 

（財政上の措置等） 

第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍の

推進に関する地方公共団体の施策を支援するため

に必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう

努めるものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍の

推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発

金融公庫その他の特別の法律によって設立された

法人であって政令で定めるものをいう。）の役務

又は物件の調達に関し、予算の適正な使用に留意

しつつ、認定一般事業主、特例認定一般事業主そ

の他の女性の職業生活における活躍に関する状況

又は女性の職業生活における活躍の推進に関する
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取組の実施の状況が優良な一般事業主（次項にお

いて「認定一般事業主等」という。）の受注の機

会の増大その他の必要な施策を実施するものとす

る。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般

事業主等の受注の機会の増大その他の必要な施策

を実施するように努めるものとする。 

（啓発活動） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業生

活における活躍の推進について、国民の関心と理

解を深め、かつ、その協力を得るとともに、必要

な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組に資するよう、国内外における

女性の職業生活における活躍の状況及び当該取組

に関する情報の収集、整理及び提供を行うものと

する。 

（協議会） 

第二十七条 当該地方公共団体の区域において女性

の職業生活における活躍の推進に関する事務及び

事業を行う国及び地方公共団体の機関（以下この

条において「関係機関」という。）は、第二十二

条第一項の規定により国が講ずる措置及び同条第

二項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係

る事例その他の女性の職業生活における活躍の推

進に有用な情報を活用することにより、当該区域

において女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組が効果的かつ円滑に実施されるようにす

るため、関係機関により構成される協議会（以下

「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団

体の区域内において第二十二条第三項の規定によ

る事務の委託がされている場合には、当該委託を

受けた者を協議会の構成員として加えるものとす

る。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認

めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員とし

て加えることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下

この項において「関係機関等」という。）が相互

の連絡を図ることにより、女性の職業生活におけ

る活躍の推進に有用な情報を共有し、関係機関等

の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応

じた女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組について協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体

は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公

表しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協議会

の事務に従事していた者は、正当な理由なく、協

議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはな

らない。 

（協議会の定める事項） 

第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議会の

組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定め

る。 

 

第五章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し

必要があると認めるときは、第八条第一項に規定

する一般事業主又は認定一般事業主若しくは特例

認定一般事業主である同条第七項に規定する一般

事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若

しくは勧告をすることができる。 

（公表） 

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項の規

定による公表をせず、若しくは虚偽の公表をした

第八条第一項に規定する一般事業主又は第二十条

第二項に規定する情報に関し虚偽の公表をした認

定一般事業主若しくは特例認定一般事業主である

第八条第七項に規定する一般事業主に対し、前条

の規定による勧告をした場合において、当該勧告

を受けた者がこれに従わなかったときは、その旨

を公表することができる。 

 



 

 

47 

（権限の委任） 

第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十二条、

第十五条、第十六条、第三十条及び前条に規定す

る厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定める

ところにより、その一部を都道府県労働局長に委

任することができる。 

（政令への委任） 

第三十三条 この法律に定めるもののほか、この法

律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

 

第六章 罰則 

第三十四条 第十六条第五項において準用する職業

安定法第四十一条第二項の規定による業務の停止

の命令に違反して、労働者の募集に従事した者は、

一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、

一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密を

漏らした者 

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏らし

た者 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、

六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十六条第四項の規定による届出をしない

で、労働者の募集に従事した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定

法第三十七条第二項の規定による指示に従わ

なかった者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定

法第三十九条又は第四十条の規定に違反した

者 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、

三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十条第二項（第十四条第二項において準

用する場合を含む。）の規定に違反した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定

法第五十条第一項の規定による報告をせず、

又は虚偽の報告をした者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定

法第五十条第二項の規定による立入り若しく

は検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は

質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳

述をした者 

四 第十六条第五項において準用する職業安定

法第五十一条第一項の規定に違反して秘密を

漏らした者 

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代

理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

の業務に関し、第三十四条、第三十六条又は前条

の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、

その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科

する。 

第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、又

は虚偽の報告をした者は、二十万円以下の過料に

処する。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただ

し、第三章（第七条を除く。）、第五章（第二十八

条を除く。）及び第六章（第三十条を除く。）の規

定並びに附則第五条の規定は、平成二十八年四月

一日から施行する。 

（この法律の失効） 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限

り、その効力を失う。 

２ 第二十二条第三項の規定による委託に係る事務

に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘

密については、同条第四項の規定（同項に係る罰

則を含む。）は、前項の規定にかかわらず、同項

に規定する日後も、なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関

して知り得た秘密については、第二十八条の規定

（同条に係る罰則を含む。）は、第一項の規定に

かかわらず、同項に規定する日後も、なおその効

力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適

用については、この法律は、第一項の規定にかか

わらず、同項に規定する日後も、なおその効力を

有する。 

（政令への委任） 

第三条 前条第二項から第四項までに規定するもの

のほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、
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政令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した

場合において、この法律の施行の状況を勘案し、

必要があると認めるときは、この法律の規定につ

いて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置

を講ずるものとする。 

附 則 （平成二九年三月三一日法律第一四号） 

抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条

を加える改正規定及び附則第三十五条の規定 

公布の日 

二・三 略 

四 第二条中雇用保険法第十条の四第二項、第

五十八条第一項、第六十条の二第四項、第七

十六条第二項及び第七十九条の二並びに附則

第十一条の二第一項の改正規定並びに同条第

三項の改正規定（「百分の五十を」を「百分の

八十を」に改める部分に限る。）、第四条の規

定並びに第七条中育児・介護休業法第五十三

条第五項及び第六項並びに第六十四条の改正

規定並びに附則第五条から第八条まで及び第

十条の規定、附則第十三条中国家公務員退職

手当法（昭和二十八年法律第百八十二号）第

十条第十項第五号の改正規定、附則第十四条

第二項及び第十七条の規定、附則第十八条

（次号に掲げる規定を除く。）の規定、附則第

十九条中高年齢者等の雇用の安定等に関する

法律（昭和四十六年法律第六十八号）第三十

八条第三項の改正規定（「第四条第八項」を

「第四条第九項」に改める部分に限る。）、附

則第二十条中建設労働者の雇用の改善等に関

する法律（昭和五十一年法律第三十三号）第

三十条第一項の表第四条第八項の項、第三十

二条の十一から第三十二条の十五まで、第三

十二条の十六第一項及び第五十一条の項及び

第四十八条の三及び第四十八条の四第一項の

項の改正規定、附則第二十一条、第二十二条、

第二十六条から第二十八条まで及び第三十二

条の規定並びに附則第三十三条（次号に掲げ

る規定を除く。）の規定 平成三十年一月一日 

（罰則に関する経過措置） 

第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲げる

規定にあっては、当該規定）の施行前にした行為

に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この

法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定め

る。 

附 則 （令和元年六月五日法律第二四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を

超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

一 第三条中労働施策の総合的な推進並びに労

働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関

する法律第四条の改正規定並びに次条及び附

則第六条の規定 公布の日 

二 第二条の規定 公布の日から起算して三年

を超えない範囲内において政令で定める日 

（罰則に関する経過措置） 

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則

の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の

施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した

場合において、この法律による改正後の規定の施

行の状況について検討を加え、必要があると認め

るときは、その結果に基づいて所要の措置を講ず

るものとする。 
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12．配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律 

平成十三年法律第三十一号 

 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等

（第二条の二・第二条の三） 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三

条―第五条） 

第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二） 

第四章 保護命令（第十条―第二十二条） 

第五章 雑則（第二十三条―第二十八条） 

第五章の二 補則（第二十八条の二） 

第六章 罰則（第二十九条・第三十条） 

附則 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法

の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実

現に向けた取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為

をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被

害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。

また、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場合女

性であり、経済的自立が困難である女性に対して配

偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男

女平等の実現の妨げとなっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等

の実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、

被害者を保護するための施策を講ずることが必要で

ある。このことは、女性に対する暴力を根絶しよう

と努めている国際社会における取組にも沿うもので

ある。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保

護、自立支援等の体制を整備することにより、配偶

者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、

この法律を制定する。 

 

 

第一章 総則 

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」と

は、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対す

る不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼ

すものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心

身に有害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第

二十八条の二において「身体に対する暴力等」と

総称する。）をいい、配偶者からの身体に対する

暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶

者であった者から引き続き受ける身体に対する暴

力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者から

の暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出を

していないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、

事実上離婚したと同様の事情に入ることを含むも

のとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

を防止するとともに、被害者の自立を支援するこ

とを含め、その適切な保護を図る責務を有する。 

 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計
画等 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務

大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第五

項において「主務大臣」という。）は、配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に

関する基本的な方針（以下この条並びに次条第一

項及び第三項において「基本方針」という。）を

定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、

次条第一項の都道府県基本計画及び同条第三項の
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市町村基本計画の指針となるべきものを定めるも

のとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更

しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関

の長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該

都道府県における配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護のための施策の実施に関する基本的な

計画（以下この条において「都道府県基本計画」

という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項

を定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本

方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、

当該市町村における配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護のための施策の実施に関する基本的

な計画（以下この条において「市町村基本計画」

という。）を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は

市町村基本計画を定め、又は変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道

府県基本計画又は市町村基本計画の作成のために

必要な助言その他の援助を行うよう努めなければ

ならない。 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人

相談所その他の適切な施設において、当該各施設

が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果

たすようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設に

おいて、当該各施設が配偶者暴力相談支援センタ

ーとしての機能を果たすようにするよう努めるも

のとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる

業務を行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談

に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を

行う機関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医

学的又は心理学的な指導その他の必要な指導

を行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合

にあっては、被害者及びその同伴する家族。

次号、第六号、第五条、第八条の三及び第九

条において同じ。）の緊急時における安全の確

保及び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進する

ため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関

する制度の利用等について、情報の提供、助

言、関係機関との連絡調整その他の援助を行

うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用につ

いて、情報の提供、助言、関係機関への連絡

その他の援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用につ

いて、情報の提供、助言、関係機関との連絡

調整その他の援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら

行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者

に委託して行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行

うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う

民間の団体との連携に努めるものとする。 

（婦人相談員による相談等） 
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第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要

な指導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者

の保護を行うことができる。 

 

第三章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であ

った者からの身体に対する暴力に限る。以下この

章において同じ。）を受けている者を発見した者

は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警

察官に通報するよう努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに

当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾

病にかかったと認められる者を発見したときは、

その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官

に通報することができる。この場合において、そ

の者の意思を尊重するよう努めるものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示

罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、

前二項の規定により通報することを妨げるものと

解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに

当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾

病にかかったと認められる者を発見したときは、

その者に対し、配偶者暴力相談支援センター等の

利用について、その有する情報を提供するよう努

めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護について

の説明等） 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に

関する通報又は相談を受けた場合には、必要に応

じ、被害者に対し、第三条第三項の規定により配

偶者暴力相談支援センターが行う業務の内容につ

いて説明及び助言を行うとともに、必要な保護を

受けることを勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力

が行われていると認めるときは、警察法（昭和二

十九年法律第百六十二号）、警察官職務執行法

（昭和二十三年法律第百三十六号）その他の法令

の定めるところにより、暴力の制止、被害者の保

護その他の配偶者からの暴力による被害の発生を

防止するために必要な措置を講ずるよう努めなけ

ればならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長

（道警察本部の所在地を包括する方面を除く方面

については、方面本部長。第十五条第三項におい

て同じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力を

受けている者から、配偶者からの暴力による被害

を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出が

あり、その申出を相当と認めるときは、当該配偶

者からの暴力を受けている者に対し、国家公安委

員会規則で定めるところにより、当該被害を自ら

防止するための措置の教示その他配偶者からの暴

力による被害の発生を防止するために必要な援助

を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十

五号）に定める福祉に関する事務所（次条におい

て「福祉事務所」という。）は、生活保護法（昭

和二十五年法律第百四十四号）、児童福祉法（昭

和二十二年法律第百六十四号）、母子及び父子並

びに寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）

その他の法令の定めるところにより、被害者の自

立を支援するために必要な措置を講ずるよう努め

なければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警

察、福祉事務所、児童相談所その他の都道府県又

は市町村の関係機関その他の関係機関は、被害者

の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行

われるよう、相互に連携を図りながら協力するよ

う努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係

る職員の職務の執行に関して被害者から苦情の申

出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理す

るよう努めるものとする。 
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第四章 保護命令 

（保護命令） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴

力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又

は身体に対し害を加える旨を告知してする脅

迫をいう。以下この章において同じ。）を受け

た者に限る。以下この章において同じ。）が、

配偶者からの身体に対する暴力を受けた者で

ある場合にあっては配偶者からの更なる身体

に対する暴力（配偶者からの身体に対する暴

力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消された場合にあっては、当該

配偶者であった者から引き続き受ける身体に

対する暴力。第十二条第一項第二号において

同じ。）により、配偶者からの生命等に対する

脅迫を受けた者である場合にあっては配偶者

から受ける身体に対する暴力（配偶者からの

生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が

離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合

にあっては、当該配偶者であった者から引き

続き受ける身体に対する暴力。同号において

同じ。）により、その生命又は身体に重大な危

害を受けるおそれが大きいときは、裁判所は、

被害者の申立てにより、その生命又は身体に

危害が加えられることを防止するため、当該

配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又は

生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が

離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合

にあっては、当該配偶者であった者。以下こ

の条、同項第三号及び第四号並びに第十八条

第一項において同じ。）に対し、次の各号に掲

げる事項を命ずるものとする。ただし、第二

号に掲げる事項については、申立ての時にお

いて被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共

にする場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、

被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠

としている住居を除く。以下この号において

同じ。）その他の場所において被害者の身辺に

つきまとい、又は被害者の住居、勤務先その

他その通常所在する場所の付近をはいかいし

てはならないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、

被害者と共に生活の本拠としている住居から

退去すること及び当該住居の付近をはいかい

してはならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第

一号の規定による命令を発する裁判所又は発

した裁判所は、被害者の申立てにより、その

生命又は身体に危害が加えられることを防止

するため、当該配偶者に対し、命令の効力が

生じた日以後、同号の規定による命令の効力

が生じた日から起算して六月を経過する日ま

での間、被害者に対して次の各号に掲げるい

ずれの行為もしてはならないことを命ずるも

のとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような

事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこ

と。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを

得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、

ファクシミリ装置を用いて送信し、若しくは

電子メールを送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時か

ら午前六時までの間に、電話をかけ、ファク

シミリ装置を用いて送信し、又は電子メール

を送信すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は

嫌悪の情を催させるような物を送付し、又は

その知り得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知

り得る状態に置くこと。 

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若し

くはその知り得る状態に置き、又はその性的

羞恥心を害する文書、図画その他の物を送付

し、若しくはその知り得る状態に置くこと。 

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者が

その成年に達しない子（以下この項及び次項並び

に第十二条第一項第三号において単に「子」とい

う。）と同居しているときであって、配偶者が幼

年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行ってい

ることその他の事情があることから被害者がその

同居している子に関して配偶者と面会することを
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余儀なくされることを防止するため必要があると

認めるときは、第一項第一号の規定による命令を

発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立

てにより、その生命又は身体に危害が加えられる

ことを防止するため、当該配偶者に対し、命令の

効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効

力が生じた日から起算して六月を経過する日まで

の間、当該子の住居（当該配偶者と共に生活の本

拠としている住居を除く。以下この項において同

じ。）、就学する学校その他の場所において当該子

の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学す

る学校その他その通常所在する場所の付近をはい

かいしてはならないことを命ずるものとする。た

だし、当該子が十五歳以上であるときは、その同

意がある場合に限る。 

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が

被害者の親族その他被害者と社会生活において密

接な関係を有する者（被害者と同居している子及

び配偶者と同居している者を除く。以下この項及

び次項並びに第十二条第一項第四号において「親

族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗野

又は乱暴な言動を行っていることその他の事情が

あることから被害者がその親族等に関して配偶者

と面会することを余儀なくされることを防止する

ため必要があると認めるときは、第一項第一号の

規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所

は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に

危害が加えられることを防止するため、当該配偶

者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規

定による命令の効力が生じた日から起算して六月

を経過する日までの間、当該親族等の住居（当該

配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。

以下この項において同じ。）その他の場所におい

て当該親族等の身辺につきまとい、又は当該親族

等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の

付近をはいかいしてはならないことを命ずるもの

とする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳

未満の子を除く。以下この項において同じ。）の

同意（当該親族等が十五歳未満の者又は成年被後

見人である場合にあっては、その法定代理人の同

意）がある場合に限り、することができる。 

（管轄裁判所） 

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに

係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所がな

いとき又は住所が知れないときは居所）の所在地

を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の

各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもするこ

とができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対す

る暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地 

（保護命令の申立て） 

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定によ

る命令（以下「保護命令」という。）の申立ては、

次に掲げる事項を記載した書面でしなければなら

ない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等

に対する脅迫を受けた状況 

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は

配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後

の配偶者から受ける身体に対する暴力により、

生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが

大きいと認めるに足りる申立ての時における

事情 

三 第十条第三項の規定による命令の申立てを

する場合にあっては、被害者が当該同居して

いる子に関して配偶者と面会することを余儀

なくされることを防止するため当該命令を発

する必要があると認めるに足りる申立ての時

における事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てを

する場合にあっては、被害者が当該親族等に

関して配偶者と面会することを余儀なくされ

ることを防止するため当該命令を発する必要

があると認めるに足りる申立ての時における

事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警

察職員に対し、前各号に掲げる事項について

相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実

の有無及びその事実があるときは、次に掲げ

る事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該

警察職員の所属官署の名称 
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ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日

時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措

置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項

第五号イからニまでに掲げる事項の記載がない場

合には、申立書には、同項第一号から第四号まで

に掲げる事項についての申立人の供述を記載した

書面で公証人法（明治四十一年法律第五十三号）

第五十八条ノ二第一項の認証を受けたものを添付

しなければならない。 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件

については、速やかに裁判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち

会うことができる審尋の期日を経なければ、これ

を発することができない。ただし、その期日を経

ることにより保護命令の申立ての目的を達するこ

とができない事情があるときは、この限りでない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに

掲げる事項の記載がある場合には、裁判所は、当

該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署

の長に対し、申立人が相談し又は援助若しくは保

護を求めた際の状況及びこれに対して執られた措

置の内容を記載した書面の提出を求めるものとす

る。この場合において、当該配偶者暴力相談支援

センター又は当該所属官署の長は、これに速やか

に応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項

の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署

の長又は申立人から相談を受け、若しくは援助若

しくは保護を求められた職員に対し、同項の規定

により書面の提出を求めた事項に関して更に説明

を求めることができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、

理由を付さなければならない。ただし、口頭弁論

を経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示

せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は

相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日に

おける言渡しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速

やかにその旨及びその内容を申立人の住所又は居

所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通

知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶

者暴力相談支援センターの職員に対し相談し、又

は援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、

申立書に当該事実に係る第十二条第一項第五号イ

からニまでに掲げる事項の記載があるときは、裁

判所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨及

びその内容を、当該申立書に名称が記載された配

偶者暴力相談支援センター（当該申立書に名称が

記載された配偶者暴力相談支援センターが二以上

ある場合にあっては、申立人がその職員に対し相

談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が最も

遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知す

るものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対し

ては、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及

ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取

消しの原因となることが明らかな事情があること

につき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、

申立てにより、即時抗告についての裁判が効力を

生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を命ずる

ことができる。事件の記録が原裁判所に存する間

は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定に

よる命令の効力の停止を命ずる場合において、同

条第二項から第四項までの規定による命令が発せ

られているときは、裁判所は、当該命令の効力の

停止をも命じなければならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申

し立てることができない。 

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による

命令を取り消す場合において、同条第二項から第

四項までの規定による命令が発せられているとき



 

 

55 

は、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなけれ

ばならない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護

命令について、第三項若しくは第四項の規定によ

りその効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所が

これを取り消したときは、裁判所書記官は、速や

かに、その旨及びその内容を当該通知をした配偶

者暴力相談支援センターの長に通知するものとす

る。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合

並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場合に

ついて準用する。 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命

令の申立てをした者の申立てがあった場合には、

当該保護命令を取り消さなければならない。第十

条第一項第一号又は第二項から第四項までの規定

による命令にあっては同号の規定による命令が効

力を生じた日から起算して三月を経過した後にお

いて、同条第一項第二号の規定による命令にあっ

ては当該命令が効力を生じた日から起算して二週

間を経過した後において、これらの命令を受けた

者が申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立

てをした者に異議がないことを確認したときも、

同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規

定による命令を発した裁判所が前項の規定により

当該命令を取り消す場合について準用する。 

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二

項の場合について準用する。 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申

立て） 

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が

発せられた後に当該発せられた命令の申立ての理

由となった身体に対する暴力又は生命等に対する

脅迫と同一の事実を理由とする同号の規定による

命令の再度の申立てがあったときは、裁判所は、

配偶者と共に生活の本拠としている住居から転居

しようとする被害者がその責めに帰することので

きない事由により当該発せられた命令の効力が生

ずる日から起算して二月を経過する日までに当該

住居からの転居を完了することができないことそ

の他の同号の規定による命令を再度発する必要が

あると認めるべき事情があるときに限り、当該命

令を発するものとする。ただし、当該命令を発す

ることにより当該配偶者の生活に特に著しい支障

を生ずると認めるときは、当該命令を発しないこ

とができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規

定の適用については、同条第一項各号列記以外の

部分中「次に掲げる事項」とあるのは「第一号、

第二号及び第五号に掲げる事項並びに第十八条第

一項本文の事情」と、同項第五号中「前各号に掲

げる事項」とあるのは「第一号及び第二号に掲げ

る事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同

条第二項中「同項第一号から第四号までに掲げる

事項」とあるのは「同項第一号及び第二号に掲げ

る事項並びに第十八条第一項本文の事情」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者

は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若し

くは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又

は事件に関する事項の証明書の交付を請求するこ

とができる。ただし、相手方にあっては、保護命

令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び

出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に対す

る保護命令の送達があるまでの間は、この限りで

ない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局

の管轄区域内に公証人がいない場合又は公証人が

その職務を行うことができない場合には、法務大

臣は、当該法務局若しくは地方法務局又はその支

局に勤務する法務事務官に第十二条第二項（第十

八条第二項の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）の認証を行わせることができる。 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除

き、保護命令に関する手続に関しては、その性質

に反しない限り、民事訴訟法（平成八年法律第百

九号）の規定を準用する。 

（最高裁判所規則） 



 

 

56 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命

令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所

規則で定める。 

 

第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、

捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項におい

て「職務関係者」という。）は、その職務を行う

に当たり、被害者の心身の状況、その置かれてい

る環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等

を問わずその人権を尊重するとともに、その安全

の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければ

ならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被

害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する

理解を深めるために必要な研修及び啓発を行うも

のとする。 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの

暴力の防止に関する国民の理解を深めるための教

育及び啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護に資するため、加害

者の更生のための指導の方法、被害者の心身の健

康を回復させるための方法等に関する調査研究の

推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資

質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を

行う民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努

めるものとする。 

（都道府県及び市の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を

支弁しなければならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる

業務を行う婦人相談所の運営に要する費用

（次号に掲げる費用を除く。） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相

談所が行う一時保護（同条第四項に規定する

厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託

して行う場合を含む。）に要する費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱

する婦人相談員が行う業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護

（市町村、社会福祉法人その他適当と認める

者に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴

い必要な事務に要する費用 

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する

婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁しなけ

ればならない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都

道府県が前条第一項の規定により支弁した費用の

うち、同項第一号及び第二号に掲げるものについ

ては、その十分の五を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げ

る費用の十分の五以内を補助することができる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁し

た費用のうち、同項第三号及び第四号に掲げ

るもの 

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用 

 

第五章の二 補則 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章ま

での規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関

係における共同生活に類する共同生活を営んでい

ないものを除く。）をする関係にある相手からの

暴力（当該関係にある相手からの身体に対する暴

力等をいい、当該関係にある相手からの身体に対

する暴力等を受けた後に、その者が当該関係を解

消した場合にあっては、当該関係にあった者から

引き続き受ける身体に対する暴力等を含む。）及

び当該暴力を受けた者について準用する。この場

合において、これらの規定中「配偶者からの暴力」

とあるのは「第二十八条の二に規定する関係にあ

る相手からの暴力」と読み替えるほか、次の表の

上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、
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それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるも

のとする。 

 

第二条 被害者 被害者（第二十八

条の二に規定する

関係にある相手か

らの暴力を受けた

者をいう。以下同

じ。） 

第六条第一項 配偶者又

は配偶者

であった

者 

同条に規定する関

係にある相手又は

同条に規定する関

係にある相手であ

った者 

第十条第一項から

第四項まで、第十

一 条 第 二 項 第 二

号、第十二条第一

項第一号から第四

号まで及び第十八

条第一項 

配偶者 第二十八条の二に

規定する関係にあ

る相手 

第十条第一項 離 婚 を

し、又は

その婚姻

が取り消

された場

合 

第二十八条の二に

規定する関係を解

消した場合 

 

第六章 罰則 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準

用する第十条第一項から第四項までの規定による

ものを含む。次条において同じ。）に違反した者

は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処す

る。 

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定

により読み替えて適用する場合を含む。）又は第

二十八条の二において読み替えて準用する第十二

条第一項（第二十八条の二において準用する第十

八条第二項の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）の規定により記載すべき事項について

虚偽の記載のある申立書により保護命令の申立て

をした者は、十万円以下の過料に処する。 

 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を

経過した日から施行する。ただし、第二章、第六

条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限

る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談支援セン

ターに係る部分に限る。）、第二十七条及び第二十

八条の規定は、平成十四年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所

に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に

関して相談し、又は援助若しくは保護を求めた場

合における当該被害者からの保護命令の申立てに

係る事件に関する第十二条第一項第四号並びに第

十四条第二項及び第三項の規定の適用については、

これらの規定中「配偶者暴力相談支援センター」

とあるのは、「婦人相談所」とする。 

（検討） 

第三条 この法律の規定については、この法律の施

行後三年を目途として、この法律の施行状況等を

勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必

要な措置が講ぜられるものとする。 

附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号） 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を

経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改

正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律（次項において「旧法」という。）

第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規

定による命令に関する事件については、なお従前

の例による。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられ

た後に当該命令の申立ての理由となった身体に対

する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及

ぼすものと同一の事実を理由とするこの法律によ

る改正後の配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する法律（以下「新法」という。）第十

条第一項第二号の規定による命令の申立て（この

法律の施行後最初にされるものに限る。）があっ
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た場合における新法第十八条第一項の規定の適用

については、同項中「二月」とあるのは、「二週

間」とする。 

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後

三年を目途として、新法の施行状況等を勘案し、

検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置

が講ぜられるものとする。 

附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号） 

抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を

経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改

正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律第十条の規定による命令の申立てに

係る同条の規定による命令に関する事件について

は、なお従前の例による。 

附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過

した日から施行する。 

附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 

抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十

条まで、第十二条及び第十五条から第十八条

までの規定 平成二十六年十月一日 

 

附 則 （令和元年六月二六日法律第四六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規

定 公布の日 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の

施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討等） 

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の

施行後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護等に関する法律第六条第一項及び

第二項の通報の対象となる同条第一項に規定する

配偶者からの暴力の形態並びに同法第十条第一項

から第四項までの規定による命令の申立てをする

ことができる同条第一項に規定する被害者の範囲

の拡大について検討を加え、その結果に基づいて

必要な措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行

後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護等に関する法律第一条第一項に規定す

る配偶者からの暴力に係る加害者の地域社会にお

ける更生のための指導及び支援の在り方について

検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講

ずるものとする。 
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13．言葉の説明（キーワード） 

■あ・ア行 

アウェアネスリボン 輪状に折った短い一片のリボンで、その色によって、様々な社会問題や難病などに対する

支援や理解、賛同の意味を表す。 

アウティング 性的指向と性自認に関する情報を本人の了解を得ずに第三者に言いふらすこと。 

ＷＥＰｓ Women's Empowerment Principles の略。●ページ参照。 

ＳＮＳ Social Networking Service の略。友人・知人等の社会的ネットワークをインターネット上

で提供することを目的とするコミュニティ型のサービスのこと。 

ＮＧＯ non-governmental organizations の略。政府間の協定によらずに創立された，民間の国際

協力機構である。 

ＮＰＯ Non-profit Organization の略。「民間非営利団体」と訳され、内閣府では、様々な社会

貢献活動を行い、団体の構成員に対し収益を分配することを目的としない団体の総称、と

定義している。このうち「特定非営利活動法人」とは、特定非営利活動促進法に基づき法

人格を取得した法人を指している。 

ＳＤＧｓ Sustainable Development Goals の略。●ページ参照。 

ＬＧＢＴ Ｌesbian（レズビアン）、Gay（ゲイ）、Bisexual（バイセクシュアル）、Transgender

（トランスジェンダー）、Question（クエスチョニング）など、性的指向・性自認につい

て代表的とされるものの頭文字を取った総称。セクシャル・マイノリティ（性的マイノリ

ティ、性的少数者）と呼ぶこともある。●ページ参照 

エンパワーメント Empowerment。権限を与えること。力をつけること。また、自ら主体的に行動することによ

って状況を変えていこうとする考え方のこと。 

 

■か・カ行 

間接差別 間接差別外見上は性中立的な要件だが、一方の性に相当程度の不利益を与え、その要件が

業務遂行上の必要など合理性がないものをいう。平成 18（2006）年改正の男女雇用機会均

等法に間接差別の禁止事項が３項目盛り込まれ、2014 年改正より「募集・採用で身長、体

重や体力要件を課す」「募集・採用、昇進または職種に採用で全国転勤を要件にする」

「募集・採用、昇進、職種変更の際に転勤経験を要件にする」が明記された。 

固定的性別役割分担意

識 

性別を根拠に、社会によって女性・男性に割り振られた役割を性役割という。最も一般的

で伝統的とされる性役割は、「男は仕事、女は家事と育児」という家庭内の性役割であ

る。産業化が進み分業によって支えあう社会になると、「男は家庭外の職場での労働、女

は家庭内での家事や育児」を分担する性別役割分担が理想化された。この家庭内での性役

割の分担は「男は主、女は従」「男性は主要な業務・女性は補助的業務」というかたち

で、職場や地域に拡大されていった。なお、これらの性別役割分担意識に対し、1980 年代

後半以降、女性が職場に進出する一方、男性の家庭生活への参加が不十分であったため、

「男は仕事、女は家庭と仕事」という「新性別役割分担意識」が指摘されるようになっ

た。 

 

■さ・サ行 

産後ドゥーラ 産前産後の女性の生活や育児を、母親の気持ちに寄り添いながらサポートする人。 
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ジェンダー（gender）

とジェンダーに敏感な

意識 

生物学的な差異に基づく男女の性別ではなく、社会的、文化的につくられた性差のことを

ジェンダーという。社会通念や慣習の中には、社会や文化によってつくり上げられた「男

性像」「女性像」があり、人々は成長するにつれ、「男性に期待される行動」「女性に期

待される行動」を行うようになる。ジェンダーとはこのようにして形成された男性、女性

の別を指す広い概念である。ジェンダーに敏感な意識とは、ジェンダーが存在することを

意識し、性別や性差に関する差別や偏見を排し、人間の多様性に配慮する視点である。こ

の視点を持つことによって、性差別や性別による固定的役割分担意識などが社会的に作ら

れたものであることに気づくことができる。 

疾病構造 国民がかかっていた病気の質と量の変化のことで、国民がどんな疾病にどのくらいの人が

かかっているのか、どのような傾向があるのかを示すもの。 

児童虐待 親や保護の任に当たるおとなや年長者等が行う子ども（満 18 歳未満）への虐待を指す。保

護の怠慢・拒否（ネグレクト）、身体的虐待、心理的虐待、性的虐待などがあり、継続・

反復性があり通常のしつけの程度を超えるものである。1994 年に日本が批准した国連の

「児童の権利に関する条約」に基づき、虐待の発見と援助の体制を整備すること、虐待を

察知・回避するための教育を子どもに行い、子ども自身の権利意識を高めることが課題と

なっている。2000 年に児童虐待防止法（「児童虐待の防止等に関する法律」）が制定され

た。2004 年の改正で、児童の目の前でドメスティック・バイオレンスが行われること等、

直接児童に対して向けられた行為でなくても、児童に著しい心理的外傷を与えるものであ

れば児童虐待に含まれることが明確にされた。 

指導的地位 「政策・方針決定過程への女性の参画の拡大に係る数値目標（「2020 年 30％」の目標）の

フォローアップについての意見」（平成 19 年２月 14 日男女共同参画会議決定）において

は、「国連のナイロビ将来戦略勧告及びジェンダー・エンパワーメント指数（ＧＥＭ）の

算出方法等を踏まえ、①議会議員、②法人・団体等における課長担当職以上の者、③専門

的・技術的な職業のうち特に専門性が高い職業に従事する者とするのが適当と考える」と

の意見が出されている。 

女子差別撤廃条約（女

子に対するあらゆる形

態の差別の撤廃に関す

る条約） 

昭和 54 年（1979 年）に国連総会で我が国を含む 130 か国の賛成によって採択され、昭和

56 年（1981 年）に発効。我が国は昭和 60 年（1985 年に批准。女子に対する差別を定義

し、政治的及び公的活動、教育、雇用、保健、家族関係等あらゆる分野での男女の平等を

規定する。なお、同条約第１条件において、「この条件の適用上、「女子に対する差別」

とは、性に基づく区別、排除又は制限であって、政治的、経済的、社会的、文化的、市民

的その他のいかなる分野においても、女子（婚姻をしているかいないかを問わない。）が

男女の平等を基礎として人権及び基本的自由を認識し、享有し又は行使することを害し又

は無効にする効果又は目的を有するものをいう。」と規定されている。 

女性のエンパワーメン

ト原則（ＷＥＰｓ） 

●ページ参照。 

人権週間 国際連合は、世界人権宣言の採択を記念して、12 月 10 日を「人権デー」と定めている。 

日本では、毎年 12 月４日から 10 日までを「人権週間」とし、人権尊重思想の普及高揚を

図るため、全国各地で様々なキャンペーンが行われる。東京都では、この人権週間を中心

として、誰もが明日に夢をもって活躍できる都市、多様性が尊重され、温かく、優しさに

あふれる都市、人権が尊重された都市の実現を目指して人権週間キャンペーンを実施して

いる。 

ＳＴＥＭ教育 Science, Technology, Engineering and Mathematics の略。●ページ参照。 
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ストーカー 恋愛感情その他の好意の感情やそれが満たされなかったことに対する怨念の感情を充足す

る目的で、相手の意向を無視し、つきまとい等を繰り返す人をいう。平成 12（2000）年に

ストーカー規制法（「ストーカー行為などの規制等に関する法律」）が制定された。同法

では、つきまといや交際の強要など８つの行為を「つきまとい等」として示し、「ストー

カー行為」については、同一の者に対してこれらを繰り返すことと定義している。また、

2016 年の改正では、ＳＮＳも規制対象となったほか、禁止命令等手続きの見直しや罰則強

化、非親告罪化などが盛り込まれた。 

性自認、性的指向 性自認とは自分がどの性別であるか、またはないかということについての内面的、個人的

な認識。性的指向とは、恋愛・性愛がいずれの性別を対象とするか、またはしないかを表

すもの。具体的には、恋愛・性愛の対象が異性に向かう異性愛、同性に向かう同性愛、男

女両方に向かう両性愛、いずれにも向かないことなどを指す。 

青少年委員 青少年委員は、２年毎に各小・中学校より推薦され、文京区教育委員会から委嘱された非

常勤公務員です。学校支援を中心に、青少年健全育成の振興に努め、学校と地域のパイプ

役やコーディネーターとしての役割を担っている。 

性の商品化 性をその人格から切り離し、金銭と交換可能なものとして扱うことを指す。 

セクシュアル・ハラス

メント 

セクシュアル・ハラスメント相手方の意に反する性的な言動で、それに対する対応によっ

て仕事を遂行する上で、一定の不利益を与えたり、就業環境を悪化させること。1998 年に

は人事院規則で「他の者を不快にさせる職場における性的な言動及び職員が他の職員を不

快にさせる職場外における性的な言動」と定義された。職場において行われる性的な言動

に対する労働者の対応によりその労働者が解雇・降格・減給などの不利益を受けるものを

「対価型セクシュアル・ハラスメント」、その労働者の就業環境が害されるものを「環境

型セクシュアル・ハラスメント」と分類している。一般的には、雇用の場での性差別の具

体的なあらわれとして起きるが、地域や学校、福祉の場などで起こるハラスメントも深刻

な問題である。 

セクシュアル・リプロ

ダクティブ・ヘルス／

ライツ（性と生殖に関

する健康と権利） 

「性と生殖に関する健康と権利」と訳される。平成６（1994）年にカイロで開催された

「国際人口・開発会議」において提唱された概念で、生涯を通じて自らの身体について自

己決定を行い健康を享受する権利をいう。男女がともに持つ権利であるが、とりわけ女性

の重要な人権とされており、いつ何人の子どもを産むか産まないかを自ら判断し決定する

自由・権利、安全で満足のいく性生活、安全な妊娠・出産、子どもが健康に生まれ育つこ

となどが中心課題とされる。また、思春期や更年期における健康上の問題、不妊、性感染

症の予防など、妊娠・出産に限定されない生涯を通じての身体の問題が広く議論の対象と

されている。 

積極的改善措置（ポジ

ティブ・アクション） 

様々な分野において、活動に参画する機会の男女間の格差を改善するため、必要な範囲内

において、男女のいずれか一方に対し、活動に参画する機会を積極的に提供するものであ

り、個々の状況に応じて実施していくもの。積極的改善措置の例としては、国の審議会等

委員への女性の登用のための目標の設定や、女性国家公務員の採用・登用の促進等が実施

されている。男女共同参画社会基本法では、積極的改善措置は国の責務として規定され、

また、国に準じた施策として地方公共団体の責務にも含まれている。 

創業入門サロン 文京区創業機運醸成プロジェクトとして行われている起業に興味がありながら⾏動に⾄っ

ていない人や、事業のアイデアはあっても何から準備すれば良いか分からない人などを対

象とした⼊⾨者向けのサロン。主に女性・若年者・ミドル・シニア・独立を考える人のた

めに、先輩起業家や経営⽀援の専⾨家の話を聞いたり、相談することができる。 

ＳＯＧＩ Sexual Orientaion and Gender Identity の略。性的指向や性自認のこと。●ページ参照。 

ＳＯＧＩハラ 性的指向と性自認に関することで不当な差別や嫌がらせをすること。 
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■た・タ行 

ダイバーシティ 「多様性」のこと。性別や国籍、年齢、障害の有無などに関わりなく、多様な個性が力を

発揮し、共存できる社会のことをダイバーシティ社会という。 

男女雇用機会均等法 女子差別撤廃条約の批准に向け、「勤労婦人福祉法」（1972 年制定）を全面改正し、昭和

60（1985）年に「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女子労働者の福

祉の増進に関する法律」として成立、昭和 61（1986）年４月施行。平成９（1997）年に全

面改正され「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」とな

る。この改正によって、募集・採用、配置・昇進等における均等取扱いについても法的義

務とされ、ポジティブ・アクションに関する規定が盛り込まれるとともに、セクシュア

ル・ハラスメントの防止に関して事業主に雇用管理上の配慮義務が課せられた。平成 26

（2014）年の改正では、間接差別の３項目の内、コース別雇用管理における転勤要件の記

載事項より、「総合職」が削除された。平成 28（2016）年（2017 年１月施行）改正では、

事業主に対し方針の明確化や周知啓発に努めること、相談体制整備、妊娠・出産に対する

対応や付随するハラスメントの原因や背景となる要因を解消するための措置を講ずること

が盛り込まれた。また、同法 11 条における指針において、「セクシュアル・ハラスメント

における被害者」について「性的指向や性自認」について明記された。 

男女平等（共同）参画

社会 

男女共同参画社会基本法では「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって

社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治

的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社

会」と定義されている。 

中小企業支援員 区内企業の経営の安定や振興を図ることを目的として、企業のニーズに合った国、都、区

の中小企業向け支援施策などの情報提供、業況の把握等を行うために、中小企業支援員が

区内企業を訪問している。 

テレワーク ＩＣＴ（情報通信技術）を利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方。 

ドメスティック・バイ

オレンス 

Domestic Violenceを略して「ＤＶ」ともいう。広義では、家庭内で起こる暴力を指すが、

特に配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者からの身体的・性的・精神的暴力

をいう。子どもや高齢者に対する暴力と区別するために「配偶者暴力」という言葉を使用

することもある。単に殴る蹴るなど身体的暴力だけでなく、威嚇したり、無視したり、つ

きあいを制限することなど心理的に苦痛を与えることや、望まない性行為を強要したり、

避妊に協力しないなどの行為も含まれる。近年では社会的隔離や経済的暴力なども増加し

ている。家庭内など私的な場で起こることが多く、しかも暴力であるとの認識が弱かった

ため、問題が顕在化しにくかった。しかし、ドメスティック・バイオレンスは被害者の身

体の安全や尊厳を著しく侵害するものであり、個人の問題であるだけではなく社会問題と

して対応することが必要と認識されるようになった。 

 

■な・ナ行 

二次的な避難所 ●ページ参照。 

ネウボラ フィンランド語で「アドバイスの場」を意味する。妊娠・出産から子育てまで切れ目な

く、子育てに関する不安な気持ちや悩みを抱え込んでいる方を支え、安心して子育てでき

るよう支援するための事業。 

 

■は・ハ行 

文京区男女平等センタ

ー 

●ページ参照。 
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文京区パートナーシッ

プ宣誓制度 

人権と多様性を尊重する社会を実現するため、性自認及び性的指向に関する施策の一つと

して、互いを人生のパートナーとし、継続的に共同生活を行うことを約した同性のお二人

がパートナーシップ宣誓をした場合に、パートナーシップ宣誓書受領証を交付する。 

パタニティ・ハラスメ

ント 

職場で育児休業などを取得しようとする男性に対する嫌がらせや不利益な扱い。 

本邦外出身者 国の「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」

（平成二十八年法律第六十八号）に「専ら本邦の域外にある国若しくは地域の出身である

者又はその子孫であって適法に居住するもの」と定義されており、日本で生活する外国人

のこと。 

 

■ま・マ行 

マタニティ・ハラスメ

ント 

妊娠・出産を理由に職場での精神的、肉体的な嫌がらせや不利益な扱い。 

メディア・リテラシー メディアの上表を主体的に読み解く能力、メディアにアクセスし、活用する能力、メディ

アを通じコミュニケーションする能力の３つを構成要素とする複合的な能力のこと。人権

尊重や男女平等の視点に立って、情報を主体的に読み解き、自ら発信する力を育てること

が求められる。 

 

■ら・ラ行 

ロールモデル 女性の活躍推進に結び付けていくため、目指したいと思う模範となる存在であり、そのス

キルや具体的な行動を学んだり、模倣したりする対象となる人材。 

理工チャレンジ ●ページ参照。 

 

■や・ヤ行 

ヤングケアラー 年齢や成長の度合いに見合わない重い責任や負担を負って、本来大人が担うような家族の

介護やきょうだいの世話をすることで、自らの育ちや教育に影響を及ぼしている１８歳未

満の子ども。 

ＵＮ Ｗｏｍｅｎ 2010 年７月２日の国連総会決議により、ＤＡＷ（国連女性地位向上部）、ＩＮＳＴＲＡＷ

（国際婦人調査訓練研究所）、ＯＳＡＧＩ（国連ジェンダー問題特別顧問事務所）、ＵＮ

ＩＦＥＭ（国連女性開発基金）の４機関を統合して設立された、United Nations Entity 

for Gender Equality and Empowerment of Women（ジェンダー平等と女性のエンパワーメ

ントのための国連機関）の略。 
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■わ・ワ行 

ワーク・ライフ・バラ

ンス（仕事と生活の調

和） 

若男女誰もが、様々な活動について、自ら希望するバランスで展開できる状態をいう。

2007 年に策定された仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章では、仕事と生

活の調和が実現した社会とは「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕

事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期とい

った人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会」であり、具体的には、

（１）就労による経済的自立が可能な社会（２）健康で豊かな生活のための時間が確保で

きる社会（３）多様な働き方・生き方が選択できる社会である、としている。「ワーク・

ライフ・バランス」は、有償労働とそれ以外の生活の調和を指して使われる場合もある

が、本計画では、「女性も男性も、仕事、家庭生活、地域活動などの様々な活動につい

て、やりがいや充実感を感じながらその責任を果たすとともに、個人や家族のライフステ

ージに応じて、多様な生き方が選択・実現できる状態（マネジメント）のこと」と捉えて

いる。 
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14．国際婦人年からの動き 

年次 国連 国・東京都 文京区 

1975 年 

（昭和 50 年） 

 国際婦人年世界会議開催「世

界行動計画」「メキシコ宣

言」採択 

 国連総会「国連婦人の10年」

を宣言 

 「義務教育諸学校等の女子教

育職員及び医療施設、社会福

祉施設等の看護婦、保母の育

児休業に関する法律」成立

（‛76.4.1施行） 

 総理府に婦人問題企画推進本

部·婦人問題企画推進会議設

置 

 総理府婦人問題担当室設置 

 

1976 年 

（昭和 51 年） 

 国連経済社会理事会社会委員

会「婦人の10年基金」「国際

婦人調査訓練研究所」設立 

 民生局婦人計画課設置（都）  

1977 年 

（昭和 52 年） 

 国連総会「女子に対するあら

ゆる形態の差別の撤廃に関す

る条約」審議 

 婦人問題企画推進本部「国内

行動計画」策定 

 東京都婦人相談センター開設 

 東京都婦人関係行政推進協議

会・東京都婦人問題会議設置 

 国立婦人教育会館開館 

 婦人問題企画推進本部「国内

行動計画前期重点目標」発表 

 

1978 年 

（昭和 53 年） 

 国連総会「女子に対するあら

ゆる形態の差別の撤廃に関す

る条約」「国連婦人の10年中

間年世界会議」審議 

 「婦人問題解決のための東京

都行動計画」策定 

 「文京区基本構想」議決 

1979 年 

（昭和 54 年） 

 国連婦人の10年ESCAP地域会議

開催 

 国連総会「女子に対するあら

ゆる形態の差別の撤廃に関す

る条約」採択 

 東京都婦人情報センター発足  文京区婦人会議設置（企画広

報部企画課所管）行動計画策

定のための基本的方向を検討 

 文京区婦人対策委員会設置 

 第７回区政世論調査「働く女

性へ行政の役割」「男女平等

と役割分担意識」実施 

1980 年 

（昭和 55 年） 

 国連婦人の10年中間年世界会

議 

 「国連婦人の10年後半期行動

プログラム」採択 

 職場における男女差別苦情処

理委員会設置（都） 

 「女子に対するあらゆる形態

の差別撤廃に関する条約」署

名 

 「婦人問題に関するアンケー

ト調査（職員対象）」実施 

 文京区婦人会議「分科会報

告」発表 

1981 年 

（昭和 56 年） 

 ILO総会「家族的責任を有する

男女労働者の機会及び待遇の

均等関する条約」及び「同勧

告」採択 

 東京都婦人問題協議会設置 

 婦人問題企画推進本部「国内

行動計画後期重点目標」発表 

 文京区婦人会議「文京区婦人

行動計画策定のための基本的

考え方について」答申 

 区議会「婦人に対するあらゆ

る形態の差別撤廃条約の批准

促進に関する意見書」内閣総

理大臣に提出 

 第２回区政モニターアンケー

ト「婦人問題に関する要望に

ついて」調査実施 

1982 年 

（昭和 57 年） 

 女子差別撤廃委員会設立 

 国連総会「女性の国際平和と

協力促進への参加に関する宣

言」採択 

 労働省男女平等法制準備室設

置 

 「文京区婦人行動計画」策定 

 文京区婦人会議を女性施策に

ついての意見聴取を目的とし

た文京区婦人行動計画懇談会

に変更 

1983 年 

（昭和 58 年） 

 国連婦人の地位委員会「国連

婦人の10年の成果の見直しと

評価」検討 

 「婦人問題解決のための新東

京都行動計画－男女の平等と

共同参加へのとうきょうプラ

ン」策定 

 第９回区政世論調査「婦人問

題について」実施 
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年次 国連 国・東京都 文京区 

1984 年 

（昭和 59 年） 

 国連婦人の10年ESCAP地域政府

間会議開催。テーマ「国際協

力への婦人の貢献」 

 「国籍法及び戸籍法の一部を

改 正 す る 法 律 」 成 立 （ ‛

85.11.1施行）（父母両系血統

主義採用） 

 

1985 年 

（昭和 60 年） 

 ILO総会「雇用における男女の

均等な機会及び待遇に関する

決議」採択 

 国連婦人の10年世界会議「西

暦2000年に向けての婦人の地

位向上のためのナイロビ将来

戦略」採択 

 国連婦人の10年ナイロビ世界

会議NGOフォーラム開催 

 「雇用の分野における男女の

均等な機会及び待遇の確保等

女子労働者の福祉の増進に関

する法律」成立（‛86.4.1施

行） 

 「女子に対するあらゆる形態

の差別の撤廃に関する条約」

批准（‛85.7.25発効） 

 組織改正により婦人対策担当

窓口を企画広報部企画課から

厚生部管理課に移管 

 第10回区政世論調査「婦人問

題について」実施 

1986 年 

（昭和 61 年） 

 国連総会「発展の権利に関す

る宣言」採択 

 婦人問題企画推進会議廃止、

婦人問題企画推進有識者会議

発足 

 組織改正により婦人青少年課

設置 

 文京区婦人センター開設 

 文京区婦人センター運営協議

会発足 

 文京区婦人センター開設、婦

人参政権40周年記念「文京ゆ

かりの婦人展」開催 

1987 年 

（昭和 62 年） 

 国連婦人の地位委員会「ナイ

ロビ将来戦略を国連諸機関の

計画への取り込み」等採択 

 婦人問題企画推進本部「西暦

2000年に向けての新国内行動

計画」策定 

 「労働基準法」一部改正（‛

88.4.1施行） 

 第11回区政世論調査「婦人問

題について」実施 

 区政40周年記念講演会「婦人

と地方自治」開催 

1988 年 

（昭和 63 年） 

   「文京区婦人行動計画（修

正）」策定 

 文京区婦人団体連絡会設立

（110団体） 

1989 年 

（平成元年） 

 国連女子差別撤廃委員会「同

一価値労働に対する同一報

酬」勧告 

 「小·中·高校の新学習指導要

領案」発表（高校の家庭科男

女とも必修に） 

 第12回区政世論調査「婦人問

題について」実施 

1990 年 

（平成２年） 

 国連婦人の地位委員会「ナイ

ロビ将来戦略の第１回見直し

と評価に基づく勧告及び結

論」採択 

 国連総会「1995年に第４回世

界女性会議を開催する決議」

採択 

  

1991 年 

（平成３年） 

 ILO総会「女子労働者のための

ILO活動に関する決議」採択 

 国連主催「開発における女性

の統合に関するセミナー」開

催 

 「女性問題解決のための東京

都行動計画－21世紀へ男女平

等推進とうきょうプラン－」

策定 

 東京都男女平等推進会議設置 

 「育児休業等に関する法律」

成立（‛92.4.1施行） 

 文京区婦人団体連絡会を文京

区女性団体連絡会に、婦人青

少年課を女性青少年課に、文

京区婦人センターを文京区女

性センターに改称 

 文京区女性団体連絡会に文京

区女性センターの運営を委託 

1992 年 

（平成４年） 

 国連女子差別撤廃委員会「女

性に対する暴力」勧告 

 労働省「介護休業制度等に関

するガイドライン」策定 

 初の婦人問題担当大臣設置 

 文京区婦人行動計画懇談会を

文京区女性問題懇談会に改称 

 文京区婦人対策委員会を文京

区女性施策推進委員会に改称 

1993 年 

（平成５年） 

 国連婦人の地位委員会「第４

回世界女性会議へのNGO参加枠

の拡大」決定 

 国連世界人権会議「ウィーン

宣言及び行動計画」採択 

 国連総会「女性に対する暴力

の撤廃に関する宣言」採択 

 「短時間労働者の雇用管理の

改善等に関する法律」成立（‛

93.12.1施行） 

 「男女共生社会に向けての区

民の意識調査報告」発表 
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1994 年 

（平成６年） 

 国際家族年 

 国連女子差別撤廃委員会「婚

姻および家族関係における平

等」勧告 

 国際人口·開発会議「カイロ宣

言及び行動計画」採択 

 総理府、男女共同参画室及び

男女共同参画審議会設置 

 婦人問題企画推進本部を廃

止、男女共同参画推進本部設

置 

 「文京区女性行動計画」策定 

 文京区女性施策推進委員会体

制強化 

1995 年 

（平成７年） 

 国連人権委員会「女性に対す

る暴力をなくす決議」採択 

 第４回世界女性会議「北京宣

言」「行動綱領」採択 

 NGOフォーラム‛95北京開催 

 国連総会「女性に対する暴力

撤廃基金」設置採択 

 「育児休業、介護休業等育児

又は家族介護を行う労働者の

福祉に関する法律」成立（‛

99.4.1施行） 

 ILO第156条約「家族的責任を

有する男女労働者の機会及び

待遇の均等に関する条約」批

准（‛96.６.９発効） 

 東京ウィメンズプラザ開館 

 文京区女性センター10周年記

念「男女共同参画社会と北京

会議」開催 

 記念シンポジウム「‛95北京

第４回世界女性会議－21世紀

にむける女性たちのメッセー

ジ」開催 

1996 年 

（平成８年） 

 国連人権委員会「ドメスティ

ック·バイオレンス特別報告

書」「女性に対する暴力に関

する決議」採択 

 児童の商業的搾取に反対する

世界会議「児童の商業的性的

搾取に反対する世界会議『宣

言』及び『行動のための課

題』」採択 

 「男女共同参画2000年プラン

－男女共同参画社会の形成の

促進に関する平成12年度まで

の国内行動計画」策定 

 

1997 年 

（平成９年） 

 国連婦人の地位委員会50周年

記念式典開催 

 「雇用の分野における男女の

均等な機会及び待遇の確保等

に関する法律」成立（‛99.4.1

施行） 

 「労働基準法」一部改正（‛

99.4.1施行） 

 「育児休業、介護休業等育児

又は家族介護を行う労働者の

福祉に関する法律」一部改正

（‛99.4.1施行） 

 「文京区女性行動計画」改定 

 第16回区政世論調査「女性施

策について」実施 

1998 年 

（平成 10 年） 

 国連人権委員会「女性に対す

る暴力撤廃決議」採択 

 男女平等推進のための東京都

行動計画「男女が平等に参画

するまち東京プラン」策定 

 「労働基準法」一部改正（‛

99.4.1施行） 

 文京区女性問題懇談会を文京

区男女共同参画推進会議に改

称 

1999 年 

（平成 11 年） 

 国連婦人の地位委員会「女子

差別撤廃条約議定書」採択 

 「男女共同参画社会基本法」

成立（‛99.6.23施行） 

 「労働者派遣事業の適正な運

営の確保及び派遣労働者の就

業条件の整備等に関する法

律」一部改正（ ‛ 99.12.1施

行） 

 第17回区政世論調査「男女平

等意識」「女性の人権」実施 

2000 年 

（平成 12 年） 

 国連特別総会女性2000年会議

「政治宣言」「成果文書」採

択 

 「東京都男女平等参画基本条

例」制定 

 「児童虐待の防止等に関する

法律」成立（‛00.11.20施行） 

 「ストーカー行為等の規制等

に 関 す る 法 律 」 成 立 （ ‛

00.11.24施行） 

 「男女共同参画基本計画」制

定 

 組織改正により女性青少年課

が厚生部から区民部へ移管 
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2001 年 

（平成 13 年） 

  男女共同参画室を男女共同参

画局に、男女共同参画審議会

を男女共同参画会議に格上げ 

 「配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護に関する法

律」成立（‛01.10.13施行） 

 「育児休業、介護休業等育児

または家族介護を行う労働者

の福祉に関する法律」一部改

正（‛02.4.1施行） 

 「文京区基本構想」策定 

 「文京区男女平等参画推進計

画」策定 

2002 年 

（平成 14 年） 

  男女平等参画のための東京都

行動計画「チャンス＆サポー

ト東京プラン2002」策定 

 女性青少年課を男女平等青少

年課に、文京区女性センター

を文京区男女平等センターに

改称 

 文京区男女共同参画推進会議

を文京区男女平等参画推進会

議に改称 

 文京区女性施策推進委員会を

文京区男女平等参画推進委員

会に改称 

2003 年 

（平成 15 年） 

  「次世代育成支援対策推進

法」成立（‛03.7.16施行） 

 「性同一性障害者の性別の取

扱いの特例に関する法律」成

立（‛04.7.16施行） 

 

2004 年 

（平成 16 年） 

  「児童虐待の防止等に関する

法律」一部改正（‛04.10.1施

行） 

 「配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護に関する法

律」一部改正（ ‛ 04.12.2施

行） 

 「少子化社会対策大綱」を閣

議決定 

 「育児休業、介護休業等育児

または家族介護を行う労働者

の福祉に関する法律」一部改

正（‛05.4.1施行） 

 「文京区男女平等参画に関す

る区民意識·生活実態調査」

実施 

2005 年 

（平成 17 年） 

 国連女性の地位委員会「北京

＋10」会合開催 

 内閣府に少子化·男女共同参画

特命担当大臣を配置 

 「男女共同参画基本計画（第

２次）」を閣議決定 

 「文京区男女平等参画白書」

発行 

 文京区男女平等センター開設

20年記念事業実施 

 「文京区職員子育て支援プロ

グラム～文京区特定事業主行

動計画～」策定 

2006 年 

（平成 18 年） 

  「雇用の分野における男女の

均等な機会及び待遇の確保等

に関する法律」及び「労働基

準法」の一部改正（‛07.4.１

施行） 

 「東京都配偶者暴力対策基本

計画」策定 

 組織改正により、男女協働子

育て支援部を創設、男女協働

·特命担当課が男女平等参画

施策を所管 

 文京区女性団体連絡会が指定

管理者として文京区男女平等

センターの管理運営を開始 

 「文京区男女平等参画推進計

画」改定 



 

 

69 

年次 国連 国・東京都 文京区 

2007 年 

（平成 19 年） 

  男女平等参画のための東京都

行動計画「チャンス＆サポー

ト東京プラン2007」策定 

 「短時間労働者の雇用管理の

改善等に関する法律」一部改

正（‛08.4.1施行） 

 「児童虐待の防止等に関する

法律」一部改正（‛08.4.1施

行） 

 「配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護に関する法

律」一部改正（ ‛ 08.1.11施

行） 

 「仕事と生活の調和（ワーク·

ライフ·バランス）憲章」及び

「仕事と生活の調和推進のた

めの行動指針」策定 

 

2008 年 

（平成 20 年） 

  「次世代育成支援対策推進

法」一部改正（‛09.4.1施行） 

 「児童虐待の防止等に関する

法律」一部改正（‛09.4.1施

行） 

 「労働基準法」一部改正（‛

10.4.1施行） 

 「性同一性障害者の性別の取

扱いの特例に関する法律」の

一部改正（‛08.12.18施行） 

 

2009 年 

（平成 21 年） 

  「東京都配偶者暴力対策基本

法」改定 

 「育児休業、介護休業等育児

又は家族介護を行う労働者の

福祉に関する法律」一部改正

（‛10.6.30施行） 

 組織改正により男女協働·子

ども家庭支援センター担当課

が男女平等参画施策を所管 

 「文京区男女平等参画に関す

る区民意識調査」実施 

2010 年 

（平成 22 年） 

 国連女性の地位委員会「北京

＋15」会合開催 

 「第３次男女共同参画基本計

画」を閣議決定 

 「文京区基本構想」策定 

 実施計画（１次）（ ‛ 08～

16） 

 「文京区職員子育て支援プロ

グラム～文京区特定事業主行

動計画～」改定 

2011 年 

（平成 23 年） 

 ジェンダー平等と女性のエン

パワーメントのための国連機

関（ＵＮ Ｗｏｍｅｎ）発足 

 「性同一性障害者の性別の取

扱いの特例に関する法律」の

一部改正（‛13.1.1施行） 

 「文京区男女平等参画推進計

画」改定 

2012 年 

（平成 24 年） 

  男女平等参画のための東京都

行動計画「チャンス＆サポー

ト東京プラン2012」改定 

 「東京都配偶者暴力対策基本

計画」改定 

 

2013 年 

（平成 25 年） 

  「男女共同参画の視点からの

防災・復興の取組指針」策定 

 「配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護等に関する法

律」一部改正（‛14.１.３施

行） 

 「ストーカー行為等の規制等

に関する法律」（‛13.10.３施

行） 

 「文京区男女平等参画推進条

例」成立（‛13.11.1施行） 
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2014 年 

（平成 26 年） 

  「国際的な子の奪取の民事上

の側面に関する条約（ハーグ

条約）」加盟 

 「すべての女性が輝く社会づ

くり本部」設置 

 「配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護等に関する法

律」一部改正（‛15.4.1施行） 

 女性が輝く社会に向けた国際

シンポジウムWAW！Tokyo開催 

 

2015 年 

（平成 27 年） 

 国連女性の地位委員会「北京

＋20」記念会合 

 「持続可能な開発目標（ＳＤ

Ｇｓ）」採択 

 ＵＮ Ｗｏｍｅｎ日本事務所

開設 

 「女性の職業生活における活

躍の推進に関する法律（女性

活躍推進法）」成立（‛16.4.1

施行） 

 「第4次男女共同参画基本計

画」を閣議決定 

 「東京都女性活躍推進白書」

策定 

 「文京区男女平等参画に関す

る区民調査」実施 

 文京区男女平等推進委員を設

置 

 「文京区職員子育て支援プロ

グラム～文京区特定事業主行

動計画～」改定 

2016 年 

（平成 28 年） 

 G7伊勢・志摩サミット「女性

の能力開花のためのG7行動指

針」及び「女性の理系キャリ

ア促進のためのイニシアティ

ブ（WINDS）」に合意 

 

 「ストーカー行為の規制等に

関する法律」一部改正（ ‛

17.1.3施行） 

 「育児休業、介護休業等育児

又は家族介護を行う労働者の

福祉に関する法律」一部改正

（‛17.1.1施行） 

 「雇用の分野における男女の

均等な機会及び待遇の確保等

に関する法律」一部改正（‛

17.1.1施行） 

 「東京都男女平等推進総合計

画（東京都女性活躍推進計

画、東京都配偶者暴力対策基

本計画）」策定 

 組織改正により、総務課ダイ 

バーシティ推進担当を創設、

人権施策とともに男女平等参

画施策を所管 

 「文京区における女性職員の

活躍の推進に関する特定事業

主行動計画」策定 

 文京区男女平等センター開設

30周年記念事業実施 

 職員・教職員のための「性自

認および性的指向に関する対

応指針」策定 

 「文京区男女平等参画推進計

画」改定 

 

2017 年 

（平成 29 年） 

  「刑法」改正（強姦罪の構成

要件及び法定刑の見直し等）

（‛17.7.13施行） 

 「「女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律」に

基づく女性活躍推進計画」策

定 

2018 年 

（平成 30 年） 

  「政治分野における男女共同

参画の推進に関する法律」成

立（‛18.5.23施行） 

 「セクシュアル・ハラスメン

ト対策の強化について～メデ

ィア・行政間での事案発生を

受けての緊急対策～」策定 

 「東京都オリンピック憲章に

うたわれる人権尊重の理念実

現のための条例」制定 

 

2019 年 

（令和元年） 

  「女性の職業生活における活

躍の推進に関する法律」等一

部改正 

 「東京都性自認及び性的指向

に関する基本計画」策定 

 文京区配偶者暴力相談支援セ

ンター設置 

 「「文の京」総合戦略」策定 
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2020 年 

（令和２年） 

 国連女性の地位委員会「北京

＋25」記念会合 

 

 「第５次男女共同参画基本計

画」を閣議決定 

 

 「文京区職員子育て支援プロ

グラム～文京区特定事業主行

動計画～」改定 

 文京区パートナーシップ宣誓

制度開始 

 職員・教職員のための「性自

認および性的指向に関する対

応指針」改定 

 「文京区男女平等参画に関す

る区民調査」実施 

2021 年 

（令和３年） 

  「政治分野における男女共同

参画の推進に関する法律」一

部改正（‛21.6.16施行） 

 「育児・介護休業法」改正（‛

22.4.1～施行） 

 「文京区職員子育て支援プロ

グラム～文京区特定事業主行

動計画～」一部改正 

 「文京区における女性職員の

活躍の推進に関する特定事業

主行動計画」改定 

 「文京区男女平等参画推進計

画」改定 

 

 


